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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税および地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

    ２．主要な経営指標等の推移に掲記される金額につきましては、従来、千円単位で記載しておりましたが、第43

期より百万円単位をもって記載することに変更いたしました。 

      なお、比較を容易にするため、第42期以前につきましても百万円単位に組替え表示しております。 

３．第41期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 96,329 117,565 119,943 117,681 104,437 

経常利益（百万円） 3,009 2,853 2,620 3,352 3,156 

当期純利益（百万円） 1,536 1,279 1,608 1,890 1,121 

純資産額（百万円） 22,156 24,228 26,717 26,810 30,114 

総資産額（百万円） 78,738 79,343 75,017 73,318 59,942 

１株当たり純資産額（円） 1,015.13 1,051.57 1,134.90 1,138.53 1,149.75 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
67.68 56.85 68.22 78.98 44.83 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
53.06 47.73 61.48 61.95 － 

自己資本比率（％） 28.14 30.54 35.61 36.57 50.24 

自己資本利益率（％） 6.95 5.52 6.32 7.06 3.94 

株価収益率（倍） 16.36 23.57 18.09 13.98 32.97 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,146 △1,059 4,163 3,575 4,579 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
696 △6,048 1,384 △1,000 2,593 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
107 3,457 △6,086 △2,643 △4,529 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
9,354 5,742 5,204 5,123 7,766 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

1,883 

[1,242] 

2,040 

[1,321] 

2,080 

[1,387] 

2,050 

[1,368] 

1,320 

[1,265] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ２．主要な経営指標等の推移に掲記される金額につきましては、従来、千円単位で記載しておりましたが、第43

期より百万円単位をもって記載することに変更いたしました。 

      なお、比較を容易にするため、第42期以前につきましても百万円単位に組替え表示しております。 

３．第40期の１株当たり配当額には、第40期記念配当１円を含んでおります。 

４．第41期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第41期の１株当たり配当額には、創立45周年記念配当１円を含んでおります。 

６．第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 95,371 98,665 101,114 100,055 96,032 

経常利益（百万円） 2,985 2,542 2,348 2,986 2,847 

当期純利益（百万円） 1,575 792 1,304 1,441 1,169 

資本金（百万円） 4,985 5,548 5,791 5,791 7,018 

発行済株式総数（株） 22,808,791 23,993,104 24,504,773 24,504,773 27,088,975 

純資産額（百万円） 22,137 23,702 25,913 25,569 30,921 

総資産額（百万円） 67,490 74,146 68,796 68,805 59,696 

１株当たり純資産額（円） 1,014.25 1,029.08 1,100.91 1,086.09 1,180.71 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 

15.00 

(6.50) 

15.00 

(7.00) 

15.00 

(7.00) 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
69.41 35.04 55.30 60.19 46.92 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
54.33 30.77 49.83 47.22 － 

自己資本比率（％） 32.80 31.97 37.67 37.16 51.80 

自己資本利益率（％） 7.13 3.46 5.26 5.60 4.14 

株価収益率（倍） 15.95 38.24 22.31 18.34 31.50 

配当性向（％） 21.16 42.55 26.93 24.48 31.97 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

1,361 

[769] 

1,471 

[1,007] 

1,522 

[1,104] 

1,534 

[1,124] 

1,301 

[1,265] 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和38年12月 太陽熱温水器の製造、販売を目的とし、大亀ユニエーター株式会社（現・当社）を設立 

昭和45年４月 商号をダイキ販売株式会社に変更し、ＦＲＰ製浄化槽の販売を開始 

昭和47年１月 コンクリート製合併汚水処理装置、産業廃水処理装置の設計、施工、維持管理を開始 

昭和47年５月 千葉、神奈川、鹿児島、奈良、仙台、金沢の各営業所を開設し、全国展開を開始 

昭和48年10月 ＦＲＰ製合併処理浄化槽の販売を開始 

昭和49年５月 管工事業と清掃施設工事業の建設大臣（一般）許可を取得し、各工事業を開始 

昭和49年６月 愛媛県松山市に株式会社環境分析センター（旧・株式会社愛媛環境分析センター、元・連結子会

社）を設立 

昭和49年７月 愛媛県温泉郡川内町（現・東温市）のダイツウ株式会社（元・連結子会社）の株式取得 

昭和49年12月 愛媛県松山市に株式会社ダイテク（元・連結子会社）を設立 

昭和52年１月 愛媛県温泉郡川内町（現・東温市）に川内ダイキ株式会社（元・連結子会社）を設立 

昭和52年１月 愛媛県北宇和郡津島町（現・宇和島市）に津島ダイキ株式会社（元・連結子会社）を設立 

昭和53年12月 商号をダイキ工業株式会社に変更 

昭和56年４月 ＦＲＰ製浄化槽の製造と販売の一本化を図るため、製造会社であるダイキ株式会社を合併し、商

号をダイキ株式会社と変更 

昭和58年９月 愛媛県松山市にダイキ不動産情報株式会社（旧・株式会社ディック不動産情報センター、現・連

結子会社）を設立 

昭和60年３月 土木工事業の建設大臣（一般）許可を取得し、土木工事業を開始 

昭和61年９月 水道施設工事業、消防施設工事業の建設大臣（一般）許可を取得し、各工事業を開始 

昭和63年10月 小規模合併処理浄化槽を発売 

平成元年７月 愛媛県松山市に株式会社キャップ（現・連結子会社）を設立 

平成元年10月 ダイキ商事株式会社、株式会社ディックの２社を合併し、事業本部制（ディックホームセンター

事業本部・環境機器事業本部・住宅機器事業本部）を採用 

これにより、ホームセンター事業、建築工事業、タイルれんが工事業、屋根工事業を開始 

平成元年10月 愛媛県松山市のはと観光株式会社（現・連結子会社）の株式取得 

平成３年４月 中国大連市に大連大器環保設備有限公司（元・連結子会社）を設立 

平成４年10月 長野県南佐久郡臼田町（現・佐久市）に信州ダイキ株式会社（元・連結子会社）を設立 

平成５年８月 大阪証券取引所市場第二部、広島証券取引所に株式を上場 

平成８年９月 大阪証券取引所市場第一部に指定 

平成８年11月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成９年４月 長野県佐久市に株式会社中央環境分析センター（元・連結子会社）を設立 

平成13年12月 大阪府堺市の株式会社ベターライフ（元・連結子会社）の株式取得 

平成14年５月 中国大連市に大連麗陽環保機器有限公司（元・持分法適用関連会社）を設立 

平成14年６月 福島県福島市に福島ダイキ株式会社（元・連結子会社）を設立 

平成15年５月 東京都港区にＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社（現・持分法適用関連会社）を設立 

平成16年12月 サンコー株式会社（香川県）より、ホームセンター６店舗を譲受 

平成17年２月 株式会社環境分析センター（元・連結子会社）は株式会社中央環境分析センター（元・連結子会

社）を吸収合併 

平成17年10月 環境機器関連事業・住宅機器関連事業・バイオディーゼル燃料事業を、株式会社ダイキアクシス

へ会社分割により承継 

平成17年10月 ダイツウ株式会社（元・連結子会社）の株式を譲渡  

平成17年10月 株式会社ベターライフ（元・連結子会社）を吸収合併 

平成17年11月 株式会社ダイキアクシスの株式を売却  



３【事業の内容】 

 当社グループは、ダイキ株式会社（当社）連結子会社３社および関連会社１社により構成されており、ホームセン

ター関連事業の展開とそれに付帯する事業を行っております。 

  なお、環境機器関連セグメントの当社環境機器カンパニー、株式会社ダイテク、川内ダイキ株式会社、津島ダイキ

  株式会社、信州ダイキ株式会社、福島ダイキ株式会社、大連大器環保設備有限公司、大連麗陽環保機器有限公司、住

  宅機器関連セグメントの当社住宅機器カンパニー、その他の事業セグメントの当社D-OIL事業部、株式会社環境分析 

  センターは会社分割契約に基づき株式会社ダイキアクシスに譲渡したことにより、また、その他の事業セグメントの

  ダイツウ株式会社は譲渡契約に基づき所有株式を譲渡したことにより、平成17年10月１日以降につきましてはそれぞ

  れ連結の範囲から除いております。 

    さらに、ホームセンター関連セグメントの株式会社ベターライフは、合併契約に基づき、平成17年10月１日付にて

  ダイキ株式会社と合併しております。 

   平成17年10月１日以降は次のとおりであります。 

 当社と関係会社の主な事業内容と事業区分との位置付けは、次のとおりであります。なお、事業区分は「第５ 経

理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報と同一であります。 

事業区分 事業の内容 主な会社 

ホームセンター関連事業 

ＤＩＹ用品等の販売 

増改築工事 
当社 

商品の輸入代行業務、ＰＢ商品の

管理、商品開発に関する企画等 
ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

その他の事業 

不動産売買仲介業 ダイキ不動産情報㈱ 

人材派遣業 ㈱キャップ 

一般旅行代理店業 はと観光㈱ 



 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 （注）ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱は、持分法適用関連会社であります。 



 ＜参考＞ 

   なお、当中間連結会計期間までは、下記の状況でありました。 

 当社と関係会社の主な事業内容と事業区分との位置付けは、次のとおりであります。なお、事業区分は事業の種類別

セグメント情報と同一であります。 

事業区分 事業の内容 主な会社 

ホームセンター関連事業 

ＤＩＹ用品等の販売 

増改築工事 

当社（ホームセンターカンパニー） 

㈱ベターライフ 

商品の輸入代行業務、ＰＢ商品の管理、商品開発

に関する企画等 
ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

環境機器関連事業 

水処理機器および部品の製造 

川内ダイキ㈱ 

津島ダイキ㈱ 

信州ダイキ㈱ 

福島ダイキ㈱ 

大連大器環保設備有限公司 

大連麗陽環保機器有限公司 

浄化槽の販売 

水処理施設の設計・施工 
当社（環境機器カンパニー） 

汚水・排水処理装置の維持管理 
当社（環境機器カンパニー） 

㈱ダイテク 

住宅機器関連事業 
住宅機器の販売 

住宅関連工事 
当社（住宅機器カンパニー） 

その他の事業 

バイオディーゼル燃料の製造 

および製造プラントの販売 
当社（Ｄ－ＯＩＬ事業部） 

地質・大気・土地・産業廃棄物の分析、測定 ㈱環境分析センター 

貨物運送業 ダイツウ㈱ 

不動産売買仲介業 ダイキ不動産情報㈱ 

人材派遣業 ㈱キャップ 

一般旅行代理店業 はと観光㈱ 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金また
は出資金 

事業内容 
議決権所
有の割合 

関係内容 

役員の兼任 

資金援助 営業上の取引 設備の賃貸借
当社
役員 

当社 
従業員

  百万円  ％ 名 名 百万円   

（連結子会社） 

ダイキ不動産情

報㈱ 

愛媛県松山市 10 
不動産売買仲介

業 
100 2 1 110 不動産売買の仲介 

建物の貸与 

土地の賃借 

（連結子会社） 

㈱キャップ 
愛媛県松山市 10 人材派遣業 100 1 1 － 

人材派遣および人材

教育 
建物の貸与 

（連結子会社） 

はと観光㈱ 
愛媛県松山市 80 

一般旅行代理店

業 
100 1 1 － 乗車券等の手配 建物の貸与 

（持分法適用関

連会社） 

ＤＣＭ  

Ｊａｐａｎ㈱ 

東京都港区 300 

商品の輸入代行

業務、ＰＢ商品

の管理、商品開

発に関する企画

等 

24.6 2 － － 
ＤＩＹ商品等の仕入

れ 
－ 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者および嘱託社員を含む）であり、臨時従業員数（パートタイマーを含み、派遣社員を除く）は［ ］内に

年間の平均人員を外数で記載しております。 

     ２．従業員数が前連結会計年度末より730名減少しましたのは、環境機器関連セグメントの当社環境機器カンパ 

          ニー、㈱ダイテク、川内ダイキ㈱、津島ダイキ㈱、信州ダイキ㈱、福島ダイキ㈱、大連大器環保設備有限公 

          司、また、住宅機器関連セグメントの当社住宅機器カンパニー、その他の事業セグメントの当社D-OIL事業 

          部、㈱環境分析センターは会社分割契約に基づき、㈱ダイキアクシスに譲渡したことにより、また、その他の

     事業セグメントのダイツウ㈱は譲渡契約に基づき、所有株式を譲渡したことにより平成17年10月１日以降につ

     きまして、それぞれ連結の範囲から除いたことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者および嘱託社員を含む）で

あり、臨時従業員数（パートタイマーを含み、派遣社員を除く）は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

     ３．従業員数が前期末より233名減少しましたのは、主に、環境機器カンパニー、住宅機器カンパニー、当社D- 

     OIL事業部を、会社分割契約に基づき㈱ダイキアクシスに譲渡したことによるものであります。なお、合併契 

     約により平成17年10月１日に、㈱ベターライフより受け入れた従業員は、216名であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおける労働組合は、ダイキユニオンと称し、提出会社の本社に本部が置かれております、平成18

年３月31日現在における組合員数は850人で、上部団体のＵＩゼンセン同盟に加盟しております。 

 なお、労使関係は安定しております。 

  （注）組合員数が前連結会計年度末より359名減少しましたのは、当社における環境機器カンパニー、住宅機器カンパ 

      ニー、当社D-OIL事業部を会社分割契約に基づき、㈱ダイキアクシスに譲渡したことによるものであります。な 

      お、ベターライフユニオンはダイキユニオンと統合しております。   

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ホームセンター関連事業 
1,229 

[1,262] 

その他の事業 
19 

[0] 

全社（共通） 
72 

[3] 

合計 
1,320 

[1,265] 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,301［1,265］ 37.7 8.3 4,571,794 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・資材価格の高騰等の懸念材料もありますが、企業収益の改善に後押し

される形で景気回復の裾野も広がりをみせております。しかしながら、個人消費につきましては、将来の国民負担率の

上昇懸念等の先行き不透明感もあり、未だ力強い回復には至っておりません。 

 このような中、当社は、平成17年７月11日に㈱カーマおよびホーマック㈱との共同持株会社（ＤＣＭ Ｊａｐａｎホ

ールディングス㈱）設立による経営統合をすることについて基本合意書を締結したことに伴い、平成17年10月１日付で

非ホームセンター事業である環境機器関連事業、住宅機器関連事業ならびにバイオディーゼル燃料事業を会社分割する

とともに、当社完全子会社であった㈱ベターライフを吸収合併いたしました。また、平成17年11月24日には分割承継会

社の発行済み株式の全部を売却いたしました。これにより、当社は、ホームセンター事業に経営資源を集中し、より迅

速な経営判断ができる体制の構築、より強固な事業基盤の構築に邁進してまいりました。 

 また、この事業再編にともない、当期首に計上した減損損失11億89百万円に加え、一部の有形固定資産の使用形態が

変更になることによる減損損失６億84百万円、2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の買入消却損９億19

百万円、営業移転損失１億10百万円を特別損失として計上いたしました。また投資有価証券売却益17億99百万円、子会

社株式売却益１億82百万円を特別利益として計上しております。 

 結果、当連結会計年度の連結業績は、連結売上高1,044億37百万円（対前期比11.3％減）、営業利益26億87百万円

（対前期比1.1％増）、経常利益31億56百万円（対前期比5.8％減）、当期純利益11億21百万円（対前期比40.7％減）

と、非ホームセンター事業を下期より連結除外したことと、事業再編コストおよびこれに起因した特別損失の発生によ

り減収、経常利益および当期純利益では減益となりましたが、営業利益では、ホームセンター関連事業の売上総利益率

が向上したこともあり増益となっております。 

  事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

 （ホームセンター関連事業） 

 ホームセンター関連事業では、香川県で１店舗、兵庫県で２店舗、徳島県で１店舗の計４店舗の新規出店、愛媛県で

１店舗の移転増床を行なう一方、京都府で１店舗、奈良県で１店舗の計２店舗の閉店を行ない営業基盤の拡充に努める

とともに、収益性の向上を図ってまいりました。既存店売上高につきましては、第１四半期は天候に比較的恵まれたこ

ともあり堅調に推移いたしましたが、第２四半期につきましては、昨年の台風被害における復興需要の反動もあり一転

厳しい状況となり通期で4.0％減となりました。 

 商品仕入れ面では、引き続き共同仕入会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を通じた戦略商品（オリジナルブランド商品・輸入

商品・ＮＢ共同仕入商品）の取扱い拡大による値入率の向上に注力したこと、および商品管理の徹底、物流センター機

能の拡充により在庫の削減にも取り組んだことにより、売上総利益率は28.6％となり前期比0.4ポイント改善いたしま

した。しかしながら、厳冬により灯油の構成比が高まったことにより、想定値であった28.7％に対しては0.1ポイント

届きませんでした。  

  経費面では、主に店舗人員の見直しにより人件費を抑制するとともに、販売促進策の見直しも行ない広告宣伝費の削

  減にも努めてまいりました。 

   その結果、売上高922億90百万円（対前期比1.4％増）、営業利益39億16百万円（対前期比17.1％増）と増収・増益 

  となりました。 

   品目別の売上状況といたしましては、特にＤＩＹ用品については、昨年の災害特需の反動を大きく受けた一年であり

 ました。しかしながら、園芸用品・花木・ガーデン部門につきましては、上半期は好天に恵まれ、薬品、用土を中心に

 売上構成比の高い品種が好調に推移いたしました。結果、売上高373億46百万円（対前期比1.9％減）となっておりま 

 す。 

   家庭用品につきましては、セキュリティ意識の高まりに伴い、シュレッダー等の電子文具が好調に推移いたしまし 

 た。また、い草、すだれ等の季節商品が好調だった半面、カーペット・カーテンが低調でした。冬季の冷え込みによ 

 り、カイロ・灯油が大きく売上を伸ばしております。結果、売上高338億93百万円（対前期比1.6％増）となっておりま

 す。 

  レジャー用品につきましては、ペット部門で、小型犬・室内犬マーケット向けの衣服、玩具、スナック、プレミア 

  ムフード、および冬季の冷え込みによる防寒用品が特に大きく売上に貢献いたしました。結果、売上高181億58百万円

（対前期比5.2％増）となっております。 



 （環境機器関連事業） 

 環境機器関連事業では、好調な企業業績を背景に民間設備投資の回復が見られ、単価の下落にも下げ止まり感がみら

れたものの、当事業部門を取り巻く環境は依然厳しい状況で推移いたしました。このような状況のもと当事業部門にお

きましては、浄化槽製品の適正価格での販売に努めるとともに、販売先の見直しにも着手いたしました。また、浄化槽

以外の自社製品開発にも注力し、既にろ過機については開発を終了し、販売を開始いたしております。結果、売上高47

億28百万円（対前年上半期比8.3％減、対前期比60.6％減）、営業利益66百万円（対前年上半期比91.1％増、対前期比

81.4％減）となりました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、環境機器関連事業の概況につきましては、当中

間連結会計期間までの概況を記載しております。 

 （住宅機器関連事業） 

 住宅機器関連事業では、公共工事は依然低迷しておりますが、新設住宅着工戸数は堅調に推移するなど、一部では明

るい兆しも見え始めております。このような状況のもと当事業部門におきましては、引き続き新規営業エリアの開拓に

よるシェアアップと、在庫圧縮、現場直送比率の向上等による経費削減に注力いたしました。結果、売上高67億８百万

円（対前年上半期比5.3％増、対前期比50.4％減）、営業利益1億90百万円（対前年上半期比112.3％増、対前期比

36.5％減）と堅調に推移いたしました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、住宅機器関連事業の概況につきましては、当中

間連結会計期間までの概況を記載しております。 

 （その他の事業セグメント） 

 その他の事業では、下半期よりバイオディーゼル燃料事業および子会社２社（㈱環境分析センター、ダイツウ㈱）が

連結除外されたことにより、売上高７億10百万円（対前期比38.7％減）、営業損失21百万円（前期営業損失１億34百万

円）となっております。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ26億43百万円増

加し、77億66百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況およびその要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は、45億79百万円（前年同期比10億４百万円増加）となりました。これは主に、非資金

項目である減損損失18億74百万円、減価償却費10億51百万円、売上債権の減少による32億93百万円の資金増加、仕入債

務の減少による９億88百万円、法人税等の支払による13億46百万円の資金減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により増加した資金は、25億93百万円（前年同期比35億93百万円増加）となりました。これは主に、定期性

預金の減少額17億41百万円、投資有価証券の売却による32億88百万円の資金増加、有形固定資産の取得による26億70百

万円の資金減少によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により減少した資金は、45億29百万円（前年同期比18億86百万円増加）となりました。これは主に、短期借

入金の増加額35億97百万円による資金増加、長期借入金の返済24億91百万円、社債の買入による支出53億84百万円の資

金減少によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

  環境機器関連事業、住宅機器関連事業およびその他の事業におけるバイオディーゼル燃料事業は、第一部「企業情

報」第１「企業の概況」３「事業の内容」に記載の通り、平成17年10月１日以降につきましては連結の範囲から除い

ているため、上半期の状況のみ記載しております。 

    (1）生産実績 

 当連結会計年度における当社グループの生産品目は、環境機器関連事業におけるＦＲＰ・メトン製浄化槽および

膜ユニット、その他の事業におけるバイオディーゼル燃料であり、その生産実績を示すと次のとおりであります。

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．その他の事業に含まれる商品仕入実績につきましては、商品仕入実績に与える影響が軽微なことにより記載

を省略しております。なお、環境機器関連事業における商品仕入実績はありません。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度における当社グループの受注品目は、水処理施設工事、住宅関連工事であり、その受注状況を示

すと、次のとおりであります。 

 （注）１．環境機器関連事業のＦＲＰ製浄化槽製品のうち、主に中規模および大規模な合併処理浄化槽につきまして

は、仕様が多岐にわたるため、受注に基づき生産しております。これらの製品は、工事に付随しておりますの

で、受注状況につきましては、上記の表中に含めて記載しております。 

２．セグメント間の取引については含まれておりません。 

    ３．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

環境機器関連事業 1,440 41.2 

その他の事業 35 116.7 

合計 1,476 41.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

ホームセンター関連事業 64,130 101.4 

住宅機器関連事業 4,635 48.2 

合計 68,765 94.4 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前期比（％） 

環境機器関連事業 4,260 48.9 － － 

住宅機器関連事業 1,344 63.4 － － 

合計 5,605 51.8 － － 



(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

① 地域別売上高（ホームセンター関連事業） 

 （注）１．愛媛県の地区別につきましては、中予地区は松山市、東予地区は今治市、新居浜市、四国中央市、南予地区

は宇和島市、八幡浜市、大洲市を中心とした地域により区分しております。 

２．広島県の地区別につきましては、西部地区は広島市、東部地区は三原市、福山市を中心とした地域により区

分しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

ホームセンター関連事業 92,290 101.4 

環境機器関連事業 4,728 39.4 

住宅機器関連事業 6,708 49.6 

その他の事業 710 61.3 

合計 104,437 88.7 

地域別 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

期末店舗数 
売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

期末店舗数 

愛媛県 中予地区 13,962 15.3 13 13,836 15.0 13 

  東予地区 7,904 8.7 8 7,553 8.2 8 

  南予地区 4,267 4.7 8 4,103 4.4 8 

  計 26,134 28.7 29 25,494 27.6 29 

広島県 西部地区 14,197 15.6 14 13,696 14.8 14 

  東部地区 3,561 3.9 5 3,208 3.5 5 

  計 17,758 19.5 19 16,904 18.3 19 

岡山県   8,393 9.2 10 8,149 8.8 10 

香川県   7,012 7.7 13 9,333 10.1 14 

兵庫県   9,883 10.9 13 11,398 12.4 15 

山口県   4,502 5.0 5 4,380 4.8 5 

高知県   461 0.5 1 448 0.5 1 

徳島県   5,469 6.0 7 5,705 6.2 8 

大阪府   5,934 6.5 9 6,572 7.1 9 

和歌山県   883 1.0 1 712 0.8 1 

京都府   2,359 2.6 3 1,680 1.8 2 

奈良県   2,207 2.4 2 1,508 1.6 1 

合計 91,000 100.0 112 92,290 100.0 114 



３．地域別の新規出店および閉店は次のとおりであります。 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

② 単位当たり売上高（ホームセンター関連事業） 

 （注） 従業員数につきましては、ホームセンター関連事業に携わる者のみの従業員数であり、臨時従業員を１人１日

８時間換算により含めております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、ホームセンター関連事業に経営資源を集中することにより事業構造改革を進めてまいります

が、平成18年９月に経営統合を控え、より筋肉質な財務体質、より効率性の高い収益構造へと転換を図ることが、経

営上の最重要課題と認識しております。 

 具体的には、㈱カーマ、ホーマック㈱との三社連合により設立した共同仕入会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を中心とし

た政策商品を最大限に活かし切るインフラの整備が喫緊の課題であり、下記４項目についてプロジェクトを組成し、

取り組んでおります。 

（1）自動発注プロジェクト 

  ・適正在庫の維持、作業人時の削減、値下げ・廃棄ロスの削減を目的として自動補充発注ロジックの見直し、  

      発注サイクル変更の実施 

（2）棚割整備プロジェクト 

    ・更なる共同仕入の拡大による値入改善および作業標準化を目的として、棚割パターン化の完全実施 

（3）店舗組織プロジェクト 

  ・発注・物流システムおよび標準棚割の整備に合わせ、店舗の稼動計画、作業割当を見直し、店舗組織の効率 

   化・標準化を推進 

（4）情報の一元管理プロジェクト 

  ・店舗後方作業の効率化および営業政策のスピーディーな展開を目的として、情報伝達の電子化、一元化を推 

   進 

新規出店     

 香川県 小豆島店 平成17年４月開店 

  兵庫県 EX明石 平成17年10月開店 

   高砂店 平成17年12月開店 

  徳島県 徳島石井店 平成18年３月開店 

閉店     

  京都府 山田川店 平成17年５月閉店 

  奈良県 大和小泉店 平成17年５月閉店 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高（百万円） 91,000 92,290 

１㎡当たり売上高 

売場面積（平均）（㎡） 354,542 376,417 

１㎡当たり期間売上高

（千円） 
257 245 

１㎡当たり月平均売上高

（千円） 
21 20 

１人当たり売上高 

従業員数（平均）（人） 2,635 2,603 

１人当たり期間売上高

（千円） 
34,535 35,455 

１人当たり月平均売上高

（千円） 
2,878 2,954 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

(１)出店戦略上の事業リスク 

 当社グループの戦略は、瀬戸内を中心にその近隣地域において店舗数を拡大し、収益を増加させることでありま

す。これまで、予定通りの収益拡大に向け十分な新設店舗数を確保してきたと考えておりますが、今後新設店舗を出

店するために必要な許認可が取得できるという保証はなく、かつ長期的には、当社グループが引き続き新設店舗に適

した候補地を十分に確保することができるという保証もありません。当社グループが採算性を確保しつつ新設店舗を

出店できるかどうかは、さまざまな偶発事由に左右されますが、これらの中には当社グループ自身では制御できない

ものもあり、以下に関する当社グループの能力に影響を及ぼします。 

・十分な規模で、かつ適切な価格の新設店舗候補地を見つけること。 

・都市計画および開発に関する行政および規制当局の、必要な全ての許認可を取得すること。 

・予算費用で適時に店舗を建設すること。 

・新設店舗に適切な店長および適切で十分な人数の店員を雇用し研修を行うこと。 

 また、当社グループがその出店計画を達成し、新設店舗もしくは改装店舗が既存店に匹敵する売上高、売上総利益

もしくは営業利益を達成するという保証はありません。当社グループにおいて経営陣は新設店舗候補地を慎重に選択

しておりますが、追加店舗の出店が既存店舗の売上げに対して自社競合という形で、悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(２)一定の供給業者および海外の生産拠点への依存 

 当社グループは、一部の仕入商品に関して、一定の供給業者に依存しており、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を通じ、販売

商品の多くは中国から供給されております。配送についての混乱や不正行為で商品の入手が不安定になった場合、当

社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(３)地理的集中 

 当社グループの営業エリアは、瀬戸内地方および近畿圏に集中しております。このため、この地方における経済、

事業および自然環境の不利な変動は、当社グループの事業、財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(４)天候要因 

 当社グループは、年間の販売促進計画に沿って在庫を抱えることがあり、冷夏、暖冬、多雨等の天候要因により、

売上が減少し、在庫が余剰となる場合があります。かかる場合には、当社グループの事業、財政状態、経営成績に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

(５)同業他社および小売他業態との競争激化 

 小売業界はすべての側面において激しい競争にさらされております。当社グループと類似の商品を販売するコンビ

ニエンスストア、量販店、建材・金物店、専門店、木材販売業者、ならびに他社ホームセンターと競争しておりま

す。それでも、当社グループはこれらの瀬戸内および近畿地方の小売業者よりも幅広い商品を揃えており、価値のあ

るサービスを顧客に提供していると自負しております。店舗数を大幅に増加させたことにより、当社グループはター

ゲット層に対してブランドが浸透する規模に成長したと考えております。しかし、市場環境全体が停滞した中での競

争の激しい業界で運営しており、当社グループよりも魅力的な商品を幅広く揃えた競合他社の出現や、財政的資源が

豊富な競合他社が瀬戸内または近畿地方に進出しないという保証はありません。 

 さらに、過去長期間において、小規模小売業者は困難な経営を強いられており、失業ならびに個人所得の伸び悩み

が消費者支出の展望を暗くさせております。大規模小売店は各々の事業を全国規模に拡大しようとさらに競争を激化

させており、こうした傾向は当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



(６)公的規制 

 当社グループは、大規模小売店舗立地法による規制を受ける店舗の出店を計画しております。当該法令の適用が、

かかる計画の履行に影響を及ぼさないという確約はありません。大規模小売店舗立地法の遵守により、一層の管理・

建設費および期間がかかっております。店舗出店には、地域の都市計画当局からの認可が条件とされ、地域の規制を

受けます。多くの地方自治体は、大規模小売店舗立地法を活かし、駐車場面積に関する条項を義務づける条例ならび

に運営規制を起草しております。かかる法規制により、当社グループ全体の拡張計画に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 また、今後、大型商業施設の出店規制を行なういわゆる「まちづくり３法」の改正が行なわれた場合、郊外での出

店が難しくなることから、当社グループの出店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

(７)個人情報の管理に関するリスク 

 当社グループは、ダイキカード顧客のほか、店舗での営業活動に伴う顧客に関する多くの個人情報を保有しており

ます。また、顧客以外にも、従業員や当社グループと関係する取引先など個人を特定することのできる情報を多く保

有しております。これらの個人情報については、「個人情報保護規程」を制定し、個人情報管理責任者を選任し、個

人情報の収集・利用・管理など電子情報・非電子情報を問わず、その取り扱いについては高度な情報セキュリティレ

ベルを確保し厳重に行なっております。しかしながら、不法行為など不測の事態により情報漏洩が発生する可能性は

否めず、万一、外部に情報が流出した場合、当社グループは社会的信用を失うとともに、損害賠償による費用の発生

など、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(８)固定資産の減損に係る会計基準 

 当社グループは、当連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。今後新たに減損損失を

認識すべき資産について減損を計上することとなった場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

  （９）経営統合について 

    当社グループは、平成18年９月１日を期日として、株式移転により、㈱カーマ、ホーマック㈱とともに共同持株 

  会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス㈱を設立することを決議し、基本合意書を締結しております。今後、様々 

  な要因によって共同持株会社の設立が履行されなかった場合、当社グループの今後の経営戦略に影響を及ぼす可能 

  性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

（１）業務提携等に関する契約 

 （注）詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」の「重要な後 

     発事象」および「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (l)財務諸表 注記事項」の「重要な後発事象」に記載して

     おります。 

    （２）会社分割契約 

環境機器関連事業、住宅機器関連事業、バイオディーゼル燃料事業の会社分割 

 平成17年８月30日開催の当社臨時株主総会において承認決議された分割契約書に基づき、平成17年10月１日に

おいて、当社は吸収分割により、当社の営む環境機器関連事業、住宅機器関連事業、バイオディーゼル燃料事業

を㈱ダイキアクシスに承継いたしました。 

 また、平成17年11月10日開催の取締役会にて㈱ダイキアクシスの全株式（１株当たり132,450円）を譲渡する

ことを決議し、平成17年11月24日に譲渡先との間で株式譲渡契約書を締結し、同日付けで譲渡いたしました。  

 詳細は下記のとおりであります。 

相手先の名称 内容 契約年月日 契約期間 

株式会社カーマおよび 

ホーマック株式会社 

共同仕入・経営上の各種情報お

よび資本提携に関する事項 
平成15年２月14日 － 

株式会社カーマおよび 

ホーマック株式会社 

経営統合に向けての基本合意書

について合意 
平成17年７月11日 －  

株式会社カーマおよび 

ホーマック株式会社 

共同株式移転について合意

（注） 
平成18年１月６日 －  

株式会社カーマおよび 

ホーマック株式会社 

株式移転計画書について合意 

（注） 
平成18年４月10日 －  



(1)会社分割及び株式譲渡の理由 

 当社は、「人にやさしい未来づくり」を企業理念に、ホームセンター事業、環境機器関連事業、住宅機器関連

事業、バイオディーゼル燃料事業等を展開してまいりました。社会経済環境や顧客ニーズ、業界・競争環境が大

きく変わりつつあるなか従来の事業構造から大胆かつ迅速な転換が急務であるという認識の下、中期経営計画

「チャレンジ50」を策定し、持株会社制を見据えながら事業構造改革に向け邁進して参りました。 

 しかしながらビジネス環境の変化は予想に増して激しく、変化への対応やスピードある対応がより一層必要に

なっております。 

 このような中でそれぞれの事業価値を一層高め、もって社会に貢献していくためには、単に持株会社という体

制を目指すよりも、共同株式移転に向け、非ホームセンター事業を会社分割し、分割承継会社の株式を売却する

ことが最善との結論にいたりました。 

(2)会社分割の概要 

 ① 分割する事業の概要 

   事業の内容  環境機器関連事業、住宅機器関連事業、バイオディーゼル燃料事業 

   主な事業所  仙台、東京、大阪、広島、高松、高知、福岡 

   従業員数    405人（平成17年10月１日現在） 

   売上高    25,232百万円（平成17年３月期） 

 ② 分割方式 

    当社を分割会社とし、㈱ダイキアクシスに事業を承継させる分社型吸収分割（物的分割）であります。 

 ③ 分割する資産 

      流動資産   8,265百万円 

      固定資産   2,642百万円 

      流動負債   8,352百万円 

      固定負債      84百万円  

 ④承継会社の概要 

   商号        ㈱ダイキアクシス 

   事業内容    環境機器の設計、施工、製造販売、住宅機器の販売、施工、 

          バイオディーゼル燃料及び同製造プラントの製造販売 

   設立年月日   平成17年７月12日 

   本店所在地   愛媛県松山市美沢一丁目９番１号 

   代表者     代表取締役社長 大亀 裕 

   資本金        30百万円 

６【研究開発活動】 

  当社グループにおける研究開発活動につきましては、従来、主に環境機器関連事業において、環境保全機器を含

む、各種水に関する総合水処理メーカーを目指し、経済的でかつ環境にやさしい装置の製品開発を積極的に進めて

まいりました。 

     当連結会計期間における研究開発費は、販売費及び一般管理費計上額ならびに製造原価（経費）計上額を合わせ

   て64百万円となっております。 

    なお、平成17年10月１日の会社分割により、研究開発活動は㈱ダイキアクシスに承継されたことにより内容は記 

    載しておりません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

    文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）重要な会計方針および見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財政状態および経営成績に関して以下の分析が行われております。 

 当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値および偶発資産・負債の開示、

ならびに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りおよび仮定設定を行わなければなりません。

経営陣は、売上ポイント制度、貸倒債権、投資、法人税等、財務活動、賞与、役員退職慰労金、偶発事象や訴訟等に

関する見積りおよび判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと

考えられる様々な要因に基づき、見積りおよび判断を行い、その結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿

価および収入・費用の報告数字についての判断の基礎となります。ただし、実際の結果は、見積り特有の不確実性が

あるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される重要な判断と見積

りに、大きな影響を及ぼすと考えております。 

① 収益の認識 

 当社グループは売上高を、通常、ホームセンター関連事業では、店頭顧客に商品を販売しレジを通過した時点、ま

たはサービスが提供された時点で計上し、それ以外の関連事業では、商製品が出荷された時点、請負工事が完成した

時点、またはサービスが提供された時点で計上しております。特定のケースでは、売買契約書において顧客の検査に

合格することが要求されており、その場合は顧客による検収が行われた時点で売上を計上しております。 

② 付与ポイントによる「お買物割引券」の発券 

 ホームセンター関連事業では、販売促進活動の一環として、顧客に対し購入高に応じてポイントを付与する「ポイ

ントカード」を発行し、一定のポイントに達した時点で「お買物割引券」を発券する制度を採用しております。各年

度の付与ポイントは、過去の実績に基づいた見積り額を、販売促進費として計上しております。 

③ 貸倒引当金 

 当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積り額につきまして、貸倒引当金を計上しております。顧

客の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

④ 投資有価証券の減損 

 当社グループは、長期的な取引関係維持のために、特定の取引先および金融機関に対する少数持分を所有しており

ます。これらの株式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の決定が困難である非公開会社の株式が含まれま

す。当社グループは、投資有価証券価値の下落が一時的でないと判断した場合、投資有価証券の減損を計上しており

ます。当連結会計年度は、保有する株式の価格の下落による減損はありませんでした。 

⑤ 繰延税金資産 

 当社グループは、実現可能性が高いと考えられる金額まで繰延税金資産を減額するために、評価性引当金を計上し

ております。評価性引当金の必要性を測定するにあたっては、将来の課税所得および、慎重かつ実現可能性の高い継

続的なタックス・プランニングによっておりますが、繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと判断した

場合は、判断を行った期間に調整額を費用として計上しております。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産

を将来において実現できると判断した場合は、調整により判断を行った期間の利益を増加させることとなります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 非ホームセンター事業を連結除外したことにより、売上高は1,044億37百万円（対前期比11.3％減）と減収となり

ました。事業の種類別セグメントの売上高は、次のとおりであります。 

（ホームセンター関連事業） 

 自社出店４店舗の新規出店、および１店舗の移転増床を行う一方、２店舗の不採算店の閉鎖を行い、営業基盤の拡

充に努めるとともに、収益性の向上に努めました。既存店売上につきましては、平成17年の台風被害における復興需

要の反動もあり、既存店売上高が対前期比4.0％減と落ち込み厳しい状況でありました。しかしながら、冬季の冷え

込みにより、灯油、防寒用品が売上を大きく伸ばしました。その結果、売上高は922億90百万円（対前期比1.4％増）

となりました。 



（環境機器関連事業） 

 浄化槽製品の適正価格での販売に努めるとともに、販売先の見直しにも着手いたしました。結果、売上高47億28百

万円（対前年上半期比8.3％減、対前期比60.6％減）となりました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、当中間連結会計期間までの概況を記載してお

ります。 

（住宅機器関連事業） 

 新規営業エリアの開拓によるシェアアップと、在庫圧縮、現場直送比率の向上等による経費削減に注力いたしまし

た。結果、売上高67億８百万円（対前年上半期比5.3％増、対前期比50.4％減）となりました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、当中間連結会計期間までの概況を記載してお

ります。 

（その他の事業） 

 下半期よりバイオディーゼル燃料事業および子会社２社（㈱環境分析センター、ダイツウ㈱）が連結除外されたこ

とにより、売上高７億10百万円（対前期比38.7％減）となりました。 

② 売上原価 

 ホームセンター関連事業において、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を通じた戦略商品（オリジナルブランド商品・輸入商

品・ＮＢ共同仕入商品）の取扱い拡大による値入率の向上に注力したこと、および商品管理の徹底、物流センター機

能の拡充により在庫の削減にも取り組んだことにより、売上総利益率は28.6％となり前期比0.4ポイント改善いたし

ました。また当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したこともあり、売上原価は759億90百万円（対前期

比13.2％減）となりました。 

③ 販売費及び一般管理費 

 主に、ホームセンター事業において店舗人員の見直しを行ない、非正社員比率を高めたことにより人件費を抑制す

るとともに、販売促進策の見直しも行ない、広告宣伝費の削減にも努めてまいりました。また、当下半期より、非ホ

ームセンター事業を連結除外したこともあり、販売費及び一般管理費は257億59百万円（対前期比6.1％減）となりま

した。 

④ 営業利益 

 営業利益は26億87百万円（対前期比1.1％増）となりました。事業の種類別セグメントの営業利益は、次のとおり

であります。 

（ホームセンター関連事業） 

 売上総利益率は28.6％と対前期比0.4ポイントの向上となりました。また。経費面の見直しを行なった結果、営業

利益39億16百万円（対前期比17.1％増）となりました。 

（環境機器関連事業） 

 営業利益66百万円（対前年上半期比91.1％増、対前期比81.4％減）となりました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、当中間連結会計期間までの概況を記載してお

ります。 

（住宅機器関連事業） 

 営業利益1億90百万円（対前年上半期比112.3％増、対前期比36.5％減）となりました。 

 ※当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、当中間連結会計期間までの概況を記載してお

ります。 

 （その他の事業） 

 営業損失は前期に対し１億13百万円減少し、21百万円（対前期比84.1％改善）となりました。 

⑤ 経常利益 

 主に当下半期より、非ホームセンター事業を連結除外したことにより、経常利益31億56百万円（対前期比5.8％

減）となりました。 

⑥ 当期純利益 

 減損損失18億74百万円、2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の買入消却損９億19百万円、営業移転

損失１億10百万円を特別損失として計上いたしました。また投資有価証券売却益17億99百万円、子会社株式売却益１

億82百万円を特別利益として計上しております。このような要因により、当期純利益11億21百万円（対前期比40.7％

減）となりました。 



 (3）資本の財源および資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フロー 

 営業活動により増加した資金は、45億79百万円（前年同期比10億４百万円増加）となりました。これは主に、非資

金項目である減損損失18億74百万円、減価償却費10億51百万円、売上債権の減少による32億93百万円の資金増加、仕

入債務の減少による９億88百万円、法人税等の支払による13億46百万円の資金減少によるものであります。 

 投資活動により増加した資金は、25億93百万円（前年同期比35億93百万円増加）となりました。これは主に、定期

性預金の減少額17億41百万円、投資有価証券の売却による32億88百万円の資金増加、有形固定資産の取得による26億

70百万円の資金減少によるものであります。 

 財務活動により減少した資金は、45億29百万円（前年同期比18億86百万円増加）となりました。これは主に、短期

借入金の増加額35億97百万円による資金増加、長期借入金の返済24億91百万円、社債の買入による支出53億84百万円

の資金減少によるものであります。 

 これらの活動の結果、当期末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ26億43百万円増加

し、77億66百万円となりました。 

② 資金需要 

 当社グループの運転資金需要のうち主なものは、販売用たな卸資産の購入の他、販売費及び一般管理費等の営業費

用によるものであります。 

 営業費用の主なものは人件費、広告宣伝費および不動産賃借料等の費用であります。 

③ 財務政策 

 当社グループでは現在、運転資金および設備投資資金について、内部資金または金融機関よりの借入金および資本

市場からの調達によっております。借入金による資金調達に関しましては、運転資金については期限が一年以内の短

期借入金で調達することが一般的であります。当連結会計年度末における短期借入金の残高は13億65百万円でありま

す。店舗設備など長期資金は、長期借入金で調達しております。当連結会計年度末現在、長期借入金の残高は93億43

百万円であります。 

 当社グループでは、グループ内各社の必要資金の調達に関し、原則として当社一括による資金調達方式としており

ます。また、グループ内各社の資金を本社に集中することにより、効率的な資金運用を可能にするキャッシュ・フロ

ー経営を推進しております。 

(4）戦略的現状と見通し 

 当社グループで推進するセグメント事業制度は、各事業分野において自由度の高い責任経営を行う組織単位として

の性格を有し、めまぐるしい環境変化に対応できる意思決定の迅速化を図るとともに、独立性、採算制を重視するこ

とで業績の向上を目指してまいりました。 

 今後は、ホームセンター事業に経営資源を選択、集中することにより、経営環境のグローバル化、スピード化に即

応できる経営組織、および強力なローコストオペレーションとマーチャンダイジングシステムの構築により競争優位

を確立するとともに、株主重視の経営を念頭に、資本コストを重視した事業評価で、効率化経営の実行を図ってまい

ります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、当連結会計年度は主にホームセンター関連事業における完成の新設４店舗、移転増床１店舗を

中心に、全体で25億17百万円の設備投資（差入保証金等を含む）を実施いたしました。また、ホームセンター関連事

業を中心に28百万円の除却をしております。なお、会社分割契約に基づき連結除外したことにより、21億29百万円減

少しております。 

 その内訳は以下のとおりであります。 

 なお、「第３ 設備の状況」における各事項の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）㈱ベターライフは、平成17年10月１日にてダイキ㈱と合併致しました。 

事業の種類別セグメントの名称 設備投資金額（百万円） 
会社分割による減少金額 

（百万円）  

ホームセンター関連事業 2,464 － 

環境機器関連事業 45 1,690 

住宅機器関連事業 2 281 

その他の事業他 4 158 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

(愛媛県松山市) 

ホームセンター関

連事業・全社・ダ

イキアクシス 

営業施設 

管理業務施設 

 賃貸施設 

1,238 0 
384 

(2,982.00)
4 1,627 

137 

[9]

宇和島北店 

(愛媛県宇和島市) 

他  113店舗 

ホームセンター関

連事業 
営業施設 9,750 100 

7,074 

(62,782.52)
6,196 23,122 

1,164 

[1,256]

ダイキアクシス 

(高知県高知市) 

他   8箇所 

－ 賃貸施設 299 － 
857 

(41,253.92)
2 1,159 － 

ダイツウ 

(愛媛県東温市) 

他   1箇所 

－ 賃貸施設 40 － 
399 

(14,751.26)
2 442 － 

  平成18年３月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

ダイキ不動

産情報㈱ 
愛媛県松山市 その他の事業 賃借施設 － － 

143 

(1,795.00)
－ 143 －



(3）在外子会社 

  大連大器環保設備有限公司は、会社分割契約に基づき、所有出資金を㈱ダイキアクシスに譲渡致しました。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定であります。また、ホームセンター関連事業

につきましては、店舗に係る差入保証金等を「その他」に含み表示しております。 

     ２．国内子会社ダイキ不動産情報㈱の賃貸設備は、提出会社のダイキ㈱が賃借しております。 

    ３．提出会社の事業所名ダイキアクシスおよびダイツウの設備は、㈱ダイキアクシス、ダイツウ㈱に有償にて貸

      与しております。 

４．現在休止中の主要な設備はありません。 

５．従業員数の［ ］は臨時従業員数を外数で記載しております。 

６．上記のほか、主要な賃借設備およびリース設備として、以下のものがあります。なお、従業員数は上記の内

数であります。 

提出会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資につきましては、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して計画してお

ります。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定において提出会社を中心に調整を

図っております。 

 なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設、改修および除却の計画は、次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）ホームセンター関連事業の当社営業施設であります平田店につきましては、完了予定を平成19年９月以降に変更

しております。なお、着工及び完了予定年月は未定となっております。 

(2）重要な改修 

    特に記載すべき事項はありません。 

(3）重要な除却 

 特に記載すべき事項はありません。 

事業所名（所在地） 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
従業員数 
（人） 

土地の面積（㎡） 
年間賃借料又は 

リース料（百万円）

ディックＥＸ新居浜 

（愛媛県新居浜市） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（賃借） 

30 

[39] 
28,791.17 245 

ダイキ宝塚店 

（兵庫県宝塚市） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（賃借） 

21 

[10] 
9,600.00 135 

ディック大和田店 

（大阪市西淀川区） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（賃借） 

11 

[15] 
4,482.72 110 

ディックＥＸ坂 

（広島県安芸郡坂町） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（リース） 

25 

[26] 
18,931.00 200 

ダイキ神戸北町店 

（神戸市北区） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（リース） 

13 

[21] 
14,212.35 131 

ダイキone下関 

（山口県下関市） 

ホームセンター 

関連事業 

営業施設 

（リース） 

20 

[27] 
21,198.21 129 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 
（百万円）

総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

着手 完了 

 ダイキ㈱ 

 EX岡山  

 岡山県 

 岡山市  

ホームセンタ

ー関連事業 
 営業施設 400 42 

自己資金及び

借入金  

平成18年

４月 

平成18年

７月  

年間売上高 

2,800 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成18年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行されたもの

は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 45,000,000 

計 45,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,088,975 27,088,975 

㈱東京証券取引所 

市場第一部 

㈱大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 27,088,975 27,088,975 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 （注）当新株予約権につきましては、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において株式移転が承認されました 

    ので、新株予約権は消却されることとなりました。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 5,485 5,270 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 548,500 527,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,306 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月28日から 

平成22年６月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 １株につき 

1,306 

資本組入額 １株につき 

653 

ただし、新株の発行に代

えて当社が保有する自己

株式を移転する場合は、

資本組入は生じない。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても、

当社または当社子会社の

取締役、監査役、従業員

の地位もしくはそれに準

ずる地位にあることを要

するものとする。ただ

し、新株予約権者が、定

年退職、任期満了による

退任の場合はこの限りで

はない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡、質入れその他の処

分は認めないものとす

る。 

同左 



 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成15年10月16日発行） 

（注）１．2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の社債要項所定の転換価額の下方修正条項により、平成17

 年６月20日以降適用される新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格は、1,262円から950円に修正

  されております。 

      ２．2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債は、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において

    株式移転が承認されましたので、繰上償還されることとなりました。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 80   同左 

新株予約権の数（個） 16   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84,210   同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000,000 同左 

新株予約権の行使期間 

平成15年10月20日から 

平成20年９月19日の営

業終了時（行使請求受

付場所現地時間）まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 １株につき 

950 

資本組入額 １株につき 

475 

同左 

新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行

使はできないものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はない。 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．転換社債の株式転換による増加であります。 

     ２．転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加であります。 

３．平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に新株予約権の行使による発行済株式総数、資本金および

資本準備金の増加はありません。 

(4）【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在

 （注）１．自己株式921,575株は、「個人その他」に9,215単元および「単元未満株式の状況」に75株を含めて記載して

おります。なお、自己株式921,575株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株

式数は、912,575株であります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が８単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年４月１日 

～ 

平成14年３月31日 

（注）１． 

54,765 22,808,791 26 4,985 26 5,501 

平成14年４月１日 

～ 

平成15年３月31日 

（注）１． 

1,184,313 23,993,104 562 5,548 562 6,064 

平成15年４月１日 

～ 

平成16年３月31日 

（注）１． 

511,669 24,504,773 242 5,791 242 6,306 

 平成17年４月１日 

～ 

平成18年３月31日  

 （注）２． 

2,584,202 27,088,975 1,227 7,018 1,227 7,534 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株式

の状況（株）
政府及び地方

公共団体 
金融機関 証券会社 その他の法人

外国法人等  
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 54 21 388 47 － 9,246 9,756 － 

所有株式数

（単元） － 56,836 1,670 70,441 20,003 － 121,821 270,771 11,875 

所有株式数の

割合（％） － 20.99 0.62 26.01 7.39 － 44.99 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社および資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数 

      は、信託業務に係るものであります。 

    ２．上記のほか、当社所有の自己株式が9,215百株あります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株（議決権の数８個）含まれて

おります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社こおゆう 愛媛県松山市喜与町１丁目２－３ 31,600 11.66 

ダイキ共栄会 愛媛県松山市美沢１丁目９番１号 12,862 4.75 

大亀 文夫 愛媛県松山市 11,087 4.09 

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１番地 8,800 3.25 

大亀 孝裕 愛媛県松山市 7,609 2.81 

大亀 裕 愛媛県松山市 7,323 2.70 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 7,278 2.69 

株式会社カーマ 愛知県刈谷市日高町３丁目411 7,191 2.65 

ダイキ従業員持株会 愛媛県松山市美沢１丁目９番１号 6,195 2.29 

大亀 淑子 愛媛県松山市 5,930 2.19 

資産管理サービス信託銀行

株式会社 
東京都中央区晴海１－８－12  4,994 1.84 

クレディ・スイス・ファー

スト・ボストン・セキュリ

ティーズ・ジャパン・リミ

テッド 

東京都港区六本木１－６－１ 4,868 1.80 

計 － 115,737 42.72 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  912,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,164,600 261,646 － 

単元未満株式 普通株式   11,875 － － 

発行済株式総数 27,088,975 － － 

総株主の議決権 － 261,646 － 



②【自己株式等】 

  （注）上記のほか、株主名簿上には当社名義になっておりますが実質的に所有していない株式が9,000株（議決権の数 

    90個）あります。 

    なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条

ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役、監査役、従業員に

対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月27日開催の第41回定時株主総会において

特別決議されたものであります。 

※１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20および商法第280ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の

場合を含まない）するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

 なお、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとする。 

 （注）当新株予約権につきましては、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において株式移転が承認されました 

    ので、新株予約権は消却されることとなりました。 

 平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式）      

ダイキ株式会社 
松山市美沢１丁目９

番１号 
912,500 － 912,500 3.4 

計 － 912,500 － 912,500 3.4 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社および当社子会社の取締役、監査役、従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 ※１ 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当する事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

      該当する事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

      該当する事項はありません。 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議をもって同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得することができ

る。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当する事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当する事項はありません。 

  平成18年６月29日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
110,500 144,313,000 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 871,500 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 
価額の総額 
（円） 

自己株式取得に係る決議 －  － － 



３【配当政策】 

 当社は、直接的な利益還元と中長期的な株価上昇による株主還元を総合的に勘案し、株主還元の増大を図ることを

目指しております。この考え方に基づき、事業から得られたキャッシュ・フローは、新たな成長につながる戦略投

資、安定的な配当と機動的な自己株式取得などへ優先的に充当することを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、１株当たり15円の配当（うち中間配当７円50銭）を実施することを決定いたしまし

た。 

 （注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月10日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,235 1,442 1,439 1,237 1,750 

最低（円） 939 1,053 1,158 963 943 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,290 1,471 1,620 1,750 1,652 1,570 

最低（円） 1,156 1,160 1,365 1,449 1,415 1,335 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（百株） 

取締役会長   大亀 孝裕 昭和６年６月13日生 昭和27年４月 愛媛県庁入庁 

7,609 

昭和33年３月 大亀商事（個人）を創業 

昭和34年９月 大亀商事有限会社を設立 

代表取締役社長に就任 

昭和38年12月 大亀ユニエーター株式会社(現

当社)を設立 

代表取締役社長に就任 

平成11年４月 代表取締役会長に就任 

平成16年４月 取締役会長（現任） 

取締役副会長   大亀 文夫 昭和15年９月29日生 昭和34年４月 大亀商事（個人）入社 

11,087 

昭和38年12月 当社取締役に就任 

昭和56年４月 専務取締役に就任 

昭和62年４月 取締役副社長に就任 

平成元年10月 取締役環境機器事業本部長兼住

宅機器事業本部長 

平成２年12月 取締役住宅機器事業本部長 

平成10年３月 取締役環境機器事業部門、住宅

機器事業部門担当 

平成11年４月 代表取締役社長に就任 

平成15年４月 代表取締役副会長に就任 

平成16年４月 取締役副会長（現任） 

取締役社長 

(代表取締役) 

  山下 雄輔 昭和19年９月13日生 昭和42年４月 浜本工芸株式会社入社 

791 

昭和47年１月 当社入社 

昭和57年３月 東京支店長兼阪神事業部長 

昭和57年７月 当社取締役東京支店長に就任 

平成元年10月 取締役ディックホームセンター

事業本部開発営業本部長 

平成６年３月 取締役ディックホームセンター

事業本部開発本部長 

平成７年６月 常務取締役ディックホームセン

ター事業本部開発本部長に就任 

平成８年３月 常務取締役ディックホームセン

ター事業本部長 

平成10年３月 常務取締役ディックホームセン

ター事業部長 

平成11年４月 専務取締役カンパニーディック

プレジデントに就任 

平成13年12月 株式会社ベターライフ（被合併

会社）代表取締役社長に就任 

平成15年４月 代表取締役社長に就任 

株式会社ベターライフ（被合併

会社）代表取締役会長に就任 

平成15年６月 代表取締役社長兼カンパニーデ

ィックプレジデント 

平成16年３月 代表取締役社長（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（百株） 

専務取締役 営業本部長 青山 好二 昭和24年５月30日生 平成16年２月 株式会社オージョイフル代表取

締役社長 

－ 平成18年３月 当社入社、営業本部長 

平成18年６月 専務取締役営業本部長に就任

（現任） 

常務取締役 経営統括本部長 佐藤 一郎 昭和31年８月20日生 昭和56年４月 福岡県那珂川町立岩戸北小学校

勤務 

2,597 

昭和61年４月 株式会社ディック（被合併会

社）入社 

昭和62年12月 株式会社ディック（被合併会

社）システム部長 

平成９年３月 ディックホームセンター事業本

部第一店舗運営部長 

平成９年６月 取締役ディックホームセンター

事業本部第一店舗運営部長に就

任 

平成10年３月 取締役人事部長 

平成13年12月 株式会社ベターライフ専務取締

役に就任 

平成13年12月 取締役 

平成15年４月 株式会社ベターライフ（被合併

会社）代表取締役社長に就任 

平成16年３月 取締役カンパニーディックプレ

ジデントに就任 

平成16年４月 取締役ホームセンターカンパニ

ープレジデント 

平成17年10月 取締役経営統括本部長  

平成18年２月 常務取締役経営統括本部長に就

任（現任）  

取締役 業務改革室長 吉良 直 昭和20年11月15日生 昭和42年４月 シャープ株式会社入社 

278 

昭和47年６月 株式会社英弘チェーン入社 

昭和57年２月 株式会社ディック（被合併会

社）入社 

昭和60年３月 株式会社ディック（被合併会

社）販売促進部長 

平成６年４月 ディックホームセンター事業本

部システム部長 

平成９年４月 ディックホームセンター事業本

部ＥＸ店舗運営部長 

平成12年７月 カンパニーディック大型店舗運

営部長 

平成16年３月 カンパニーディック第一営業本

部長 

平成16年６月 取締役ホームセンターカンパニ

ー第一営業本部長に就任 

平成17年４月 取締役ホームセンターカンパニ

ー営業本部長 

平成18年２月 取締役業務改革室長（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（百株） 

取締役   北川 雅俊 昭和25年１月14日生 昭和43年３月 株式会社いづみ入社 

64 

昭和52年７月 株式会社エヒメイズミ入社 

昭和58年９月 株式会社ディック（被合併会

社）入社 

平成11年２月 ディックホームセンター事業本

部第一店舗運営部長 

平成12年７月 カンパニーディック第一商品部

長 

平成16年３月 カンパニーディック商品本部長 

平成16年６月 取締役ホームセンターカンパニ

ー商品本部長に就任 

平成17年10月 取締役（現任） 

平成17年10月 DCM Japan株式会社取締役（現

任） 

取締役 商品本部長  福水 哲男  昭和25年６月20日生 昭和52年７月 株式会社エヒメイズミ入社 

15 

平成４年３月 当社入社  

平成12年２月 商品部長  

平成15年５月 DCM Japan株式会社取締役  

平成17年10月 商品本部長 

平成18年６月 取締役商品本部長に就任（現

任）  

取締役     大亀 裕 昭和35年５月26日生 昭和59年４月 松下電器産業株式会社入社 

7,323 

昭和62年４月 当社入社 

昭和63年９月 株式会社ディック（被合併会

社）経営企画室長 

平成２年６月 当社経営管理本部経営企画部長 

平成７年６月 取締役経営管理本部経営企画部

長に就任 

平成９年３月 取締役総合企画部長 

平成11年４月 常務取締役グループ統括本部長

兼企画統括部長に就任 

平成14年１月 専務取締役グループ統括本部長

に就任 

平成16年４月 代表取締役専務グループ統括本

部長に就任 

平成17年４月 代表取締役専務経営戦略本部長 

平成17年７月 株式会社ダイキアクシス代表取

締役社長（現任）  

平成17年10月 取締役（現任） 

 



 （注）１．取締役副会長大亀文夫は取締役会長大亀孝裕の実弟であり、取締役大亀裕は取締役会長大亀孝裕の長男、常

務取締役佐藤一郎は取締役会長大亀孝裕の女婿であります。 

２．監査役 今崎五洋、近藤正昭、中山勝己の３名は、株式会社の監査等に関する会社法第２条第16号に定める

社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（百株） 

監査役 常勤 山本 邦雄 昭和14年12月21日生 平成７年３月 株式会社サンインニチイ取締役

人事部長 

47 

平成８年３月 当社入社 

平成10年３月 ディックホームセンター事業部

東部店舗運営部長 

平成11年２月 ディックホームセンター事業部

第二店舗運営部長 

平成11年４月 カンパニーディック第二店舗運

営部長 

平成11年６月 取締役カンパニーディック第二

店舗運営部長  

平成15年４月 取締役カンパニーディックプレ

ジデント  

平成15年６月 取締役店舗運営本部長  

平成16年３月 取締役辞任  

平成16年４月 第二営業部長  

平成18年３月 総務部人材開発課室長 

平成18年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

監査役   今崎 五洋 昭和10年７月18日生 昭和34年４月 ＮＨＫ入社 

10 

昭和62年４月 松山局庶務部長 

平成元年６月 松山局副局長 

平成４年８月 財団法人ＮＨＫサービスセンタ

ー松山支局長 

平成10年７月 ペンタオーシャン企画代表（現

任） 

平成12年６月 当社監査役に就任（現任） 

監査役   近藤 正昭 昭和16年４月16日生 昭和44年４月 判事補 

－ 

昭和48年４月 大阪弁護士会に弁護士として入

会 

 近畿合同法律事務所に入所（現

任） 

平成15年６月 当社監査役に就任（現任） 

監査役   中山 勝己 昭和22年２月13日 昭和47年４月 キヤノン株式会社入社 

－

昭和48年４月 松山商科大学（現松山大学）経

営学部助手 

昭和49年４月 松山商科大学経営学部講師 

昭和53年４月 松山商科大学経営学部助教授 

昭和60年４月 松山商科大学経営学部教授（現

任） 

平成15年６月 当社監査役に就任（現任） 

    計 29,821 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、顧客、株主、取引先、地域社会および従業員など多くのステークホルダーや社会より信頼と共感

を得られる企業であり続けようとする姿勢を徹底することで企業価値の向上に努めております。コーポレート・ガバ

ナンスはそのための土台であると考え、取締役会の活性化、監査体制の強化、経営機構の効率化、コンプライアンス

体制の整備強化に関し、一層の充実を図るべく、不断の改革に取り組んでおります。 

 コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(１)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①取締役会 

 取締役８名で構成しており、迅速な経営判断を目的に定例取締役会を月１回開催しており、また、その他必要に

応じ臨時取締役会を開催しております。取締役会へは、法令および定款に定められた事項、その他経営に関する重

要事項として取締役会規程に規定された事項はすべて付議され、また、業績進捗に関しても適宜報告され議論され

ております。 

  また、急激な事業環境変化に即応できるスピードを持った経営意思決定を実践すべく、取締役の任期を１年とし

ております。 

②監査役会 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役４名の体制で臨んでおります。また、透明性確保の観点からうち３名

は独立性を確保した社外監査役であります。監査役は、社内主要会議への出席、必要に応じて取締役からの業務執

行状況等の聴取、および定期的な各部門の監査を実施し、経営に対して監視・監査を行っております。 

③トップ会議 

 トップ会議は現在、役付役員以上４名のメンバーからなり、当社グループ全体および各部門の業務執行の重要事

項を決議しております。意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図り、原則として毎週１回開催しております。 

④その他の会議体系 

 役付役員および各部門の責任者による会議を原則として毎月２回以上開催し、各部門の状況報告と具体的な方策

等の決定を行うとともに、重要情報の収集としても機能しております。また、子会社会議を月１回開催し、各子会

社の経営における重要事項についての審議および業績等の進捗管理を行っております。 

⑤内部監査室 

 内部監査機能の充実を図るために社長直轄の組織として監査室を設置し、現在６名のスタッフで運営しておりま

す。監査室は遵法監査および業務監査、社長特命による監査等、随時必要な内部監査を連結子会社を含め実施して

おります。 

⑥会計監査等 

 当社は、商法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査人に新日本監査法人を選任しており、同監

査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。ま

た、必要に応じて当社監査役および内部監査室は、同監査法人と相互連携し監査をおこなっております。さらに、

当社は弁護士と顧問契約を締結し、必要に応じて適宜アドバイスを受けております。税務関連業務に関しまして

も、外部専門家と契約を締結し、必要に応じてアドバイスを受けております。 

 当事業年度における会計監査の体制は以下のとおりです。 

 ・ 業務を執行した公認会計士の氏名 

    指定社員 業務執行社員：   原田 満範、堀川 紀之 

   ※ 継続関与年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

   ※ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与すること

     のないよう措置をとっております。 

 ・会計監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士 ２名、会計士補 ３名 



⑦役員報酬および監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下のと

おりであります。 

 ・役員報酬 

     取締役に支払った報酬        95 百万円 

     監査役に支払った報酬         12                

           計          108 百万円 

 ・監査報酬 

     監査証明に係る報酬（注）      20 百万円 

     

     （注）公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

⑧ＩＲ活動 

 当社は株主・投資家等に対して、透明性・公平性・継続性を基本として、正確で迅速な情報の開示を行うことを

適時開示に係る基本方針とし、年2回の決算説明会および個人投資家向け会社説明会の開催、アナリストやファン

ドマネージャーとの面談、ホームページの活用による情報格差の是正等、積極的にＩＲ活動を行っております。ま

た、ＩＲ活動に対する基本方針は役・社員全員に対するガイドラインとすべくディスクロージャー・ポリシーとし

て制定しております。 

⑨リスク管理体制 

 当社は事故および災害等不測の事態に備えるための組織として管理室を設置しております。また、個人情報の取

り扱い等、必要に応じ関連部署を中心に全社横断的な組織として対策プロジェクトを結成し、規則・規程の整備、

具体的対応が機動的に執れる体制となっております。 

(２)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役は３名、社外取締役はおりません。社外監査役３名はそれぞれ100個の当社の新株予約権（ストック

オプション）を所有し、また、社外監査役今崎五洋は当社株式1,000株を所有しております。当社グループはそれ

以外について、社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

(３)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

 取締役会は平成18年３月31日現在８名の取締役で構成され、定例で月１回開催し十分な議論を尽くしての意思決

定を行い、連携して経営責任と業務執行責任を果たしております。 

 ① 平成18年４月１日の「公益通報者保護法」が施行されたことを踏まえ、当社および子会社においてコンプラ

  イアンス経営強化のため「内部通報制度」を制定し、法令違反、不正行為、ハラスメント等に毅然とした態度 

   で臨む体制を構築しております。 

 ② コンプライアンス経営およびガバナンス強化を目的として、最近１年間において監査室の人員を３名増員 

   し、平成18年５月現在６名体制としております。 

 ③ 平成18年９月１日に株式会社カーマ、ホーマック株式会社との共同株式移転により設立予定の持株会社で 

   は、最高コンプライアンス責任者を選任する予定であり、グループ企業全体の内部統制の充実に向けて株式会 

   社カーマ、ホーマック株式会社と協議を開始しております。 



 平成18年３月31日現在の当社の経営組織およびコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりであります。 

  



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、

以下「連結財務諸表規則」という）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。 

    ただし、前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という）第２条に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。 

    ただし、第43期事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31

日）および第43期事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）ならびに当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）および第44期事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の連結財

務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  7,060 7,883 

２．受取手形及び売掛金・完
成工事未収入金 

 7,521 430 

３．たな卸資産  16,117 14,079 

４．繰延税金資産  701 526 

５．その他  1,666 1,499 

６．貸倒引当金  △40 △13 

流動資産合計  33,026 45.0 24,406 40.7

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物  27,860 27,723   

減価償却累計額  16,139 11,720 15,729 11,993 

２．機械装置及び運搬具  1,144 419   

減価償却累計額  868 276 318 101 

３．土地 ※３ 11,902 10,074 

４．建設仮勘定  898 264 

５．その他  1,609 998   

減価償却累計額  1,294 315 748 250 

有形固定資産計  25,113 34.3 22,685 37.9

(2）無形固定資産  1,913 2.6 1,400 2.3

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※２ 4,994 3,384 

２．差入保証金  6,470 6,642 

３．その他 ※１ 2,078 1,729 

 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

４．貸倒引当金  △278 △306 

投資その他の資産計  13,264 18.1 11,449 19.1

固定資産合計  40,291 55.0 35,535 59.3

資産合計  73,318 100.0 59,942 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金・
工事未払金 

※２ 14,508 11,001 

２．短期借入金  3,743 1,365 

３．未払法人税等  689 603 

４．賞与引当金  883 429 

５．完成工事補償引当金  6 － 

６．その他   4,708 3,217 

流動負債合計  24,540 33.5 16,618 27.7

Ⅱ 固定負債    

１．新株予約権付社債  7,000 80 

２．長期借入金  10,684 9,343 

３．役員退職慰労引当金  781 685 

４．連結調整勘定  1,005 873 

５．繰延税金負債  92 127 

６．再評価に係る繰延税金
負債 

※３ 899 411 

７．その他  1,493 1,687 

固定負債合計  21,958 29.9 13,208 22.1

負債合計  46,499 63.4 29,827 49.8

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  8 0.0 － －

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５ 5,791 7.9 7,018 11.7

Ⅱ 資本剰余金  6,306 8.6 7,556 12.6

Ⅲ 利益剰余金  17,146 23.4 18,269 30.4

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ △2,206 △3.0 △2,602 △4.3

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 841 1.1 795 1.3

Ⅵ 為替換算調整勘定  △71 △0.1 － 0.0

Ⅶ 自己株式 ※６ △996 △1.3 △922 △1.5

資本合計  26,810 36.6 30,114 50.2

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 73,318 100.0 59,942 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  117,681 100.0 104,437 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 87,580 74.4 75,990 72.8

売上総利益  30,100 25.6 28,447 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．給料手当  8,221 7,454   

２．賞与引当金繰入額  883 429   

３．退職給付費用  354 305   

４．貸倒引当金繰入額  3 9   

５．減価償却費  1,180 966   

６．不動産賃借料  4,960 5,216   

７．その他 ※１ 11,837 27,441 23.3 11,377 25,759 24.6

営業利益  2,659 2.3 2,687 2.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息及び配当金  84 75   

２．仕入割引  182 84   

３．為替差益  14 21   

４．不動産賃貸収入  505 344   

５．手数料収入  195 174   

６．連結調整勘定償却  145 142   

７．持分法による投資利益  7 －   

８．雑収入  162 1,297 1.1 110 952 0.9

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  164 125   

２．不動産賃貸原価  363 283   

３．貸倒引当金繰入額  6 6   

４．デリバティブ評価損  10 7   

５．持分法による投資損失  － 1   

６．その他  59 604 0.5 60 483 0.5

経常利益  3,352 2.9 3,156 3.0

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 24 0   

２．投資有価証券売却益   － 1,799   

３．子会社株式売却益  － 182   

４．その他 ※３ 19 44 0.0 1 1,984 1.9

Ⅶ 特別損失    

１．前期損益修正損  ※４ 26 43   

２．固定資産売却損  ※５ 1 3   

３．固定資産除却損  ※６ 85 28   

４．減損損失 ※７ － 1,874   

５．社債買入消却損   － 919   

６．営業移転損失  － 110   

７．たな卸資産廃棄損  174 －   

８．その他  ※８ 24 312 0.3 72 3,052 2.9

税金等調整前当期純利
益 

 3,084 2.6 2,088 2.0

法人税、住民税及び事
業税 

 1,080 1,245   

法人税等調整額  136 1,217 1.0 △276 968 0.9

少数株主損失  23 0.0 2 0.0

当期純利益  1,890 1.6 1,121 1.1

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,306   6,306

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．転換社債の転換による
新株の発行 

 － 1,227 

２．自己株式処分差益  － － 21 1,249

Ⅲ 資本剰余金期末残高  6,306   7,556

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  15,546   17,146

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  1,890 1,121 

２．土地再評価差額金取崩
額 

 98 1,988 395 1,516

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  364 360 

２．役員賞与  24 389 32 393

Ⅳ 利益剰余金期末残高  17,146   18,269

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前当期純利
益 

 3,084 2,088

減価償却費  1,345 1,051

減損損失  － 1,874

前払家賃償却  62 61

連結調整勘定償却額  △145 △142

有形固定資産売却損  1 3

有形固定資産売却益  △24 △0

有形固定資産除却損  79 21

投資有価証券売却益  △0 △1,799

子会社株式売却益  － △182

営業移転損失   － 110

会員権評価損  0 －

投資有価証券消却損  2 －

デリバティブ評価損  10 7

持分法による投資損
（益） 

 △7 1

貸倒引当金の増加（減
少）額 

 △113 27

賞与引当金の増加（減
少）額 

 63 △382

完成工事補償引当金の
増加（減少）額 

 △3 4

役員退職慰労引当金の
増加（減少）額 

 33 △28

受取利息及び受取配当
金 

 △84 △75

支払利息  164 125

為替差益  △14 △21

社債買入消却損  － 919

売上債権の減少額  400 3,293

たな卸資産の（増加）
減少額 

 1,042 △178

その他流動資産の（増
加）減少額 

 42 △402

仕入債務の減少額  △616 △988

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

その他流動負債の増加
（減少）額 

 △214 628

役員賞与の支払額  △24 △32

小計  5,084 5,983

利息及び配当金の受取
額 

 62 75

利息の支払額  △163 △133

法人税等の支払額  △1,408 △1,346

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,575 4,579

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期性預金の減少額  － 1,741

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,655 △2,670

有形固定資産の売却に
よる収入 

 310 121

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △120 △176

投資有価証券の売却に
よる収入 

 1,005 3,288

関係会社株式の取得に
よる支出 

 － △60

子会社出資金の取得に
よる支出 

 △26 －

子会社株式売却による
収入 

 － 490

その他投資の増加額  △514 △142

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,000 2,593

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の増加額
（純額） 

 542 3,597

長期借入れによる収入  － 15

長期借入金の返済によ
る支出 

 △2,820 △2,491

社債買入消却による支
出 

 － △5,384

自己株式の取得による
支出 

 △0 △1

ストックオプション行
使に伴う自己株式売却
よる収入 

 － 97

配当金の支払額  △364 △360

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,643 △4,529

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △12 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加（減少）額 

 △81 2,643

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 5,204 5,123

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 5,123 7,766

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項     

(1）連結子会社 国内子会社    11社 

川内ダイキ㈱、津島ダイキ㈱、信州ダ

イキ㈱、ダイツウ㈱、㈱ダイテク、㈱

環境分析センター、ダイキ不動産情報

㈱、㈱キャップ、はと観光㈱、㈱ベタ

ーライフ、福島ダイキ㈱ 

（注）ダイキ不動産情報㈱は、平成16年６

月１日付で㈱ディック不動産情報センタ

ーより社名変更しております。 

    また、㈱環境分析センターは平成16年

11月１日付で㈱愛媛環境分析センターよ

り社名変更し、平成17年２月１日付で㈱

中央環境分析センターを吸収合併してお

ります。 

国内子会社    ３社 

ダイキ不動産情報㈱、㈱キャップ、は

と観光㈱ 

（注）川内ダイキ㈱、津島ダイキ㈱、信州

ダイキ㈱、㈱ダイテク、㈱環境分析セン

ター、福島ダイキ㈱は会社分割契約に基

づき、所有株式を㈱ダイキアクシスに譲

渡したことにより、平成17年10月１日以

降につきましてはそれぞれ連結の範囲か

ら除いております。 

    また、ダイツウ㈱は譲渡契約に基づ

き、所有株式を譲渡したことにより、平

成17年10月１日以降につきましては連結

の範囲から除いております。 

 なお、㈱ベターライフは合併契約に基

づき平成17年10月１日付にてダイキ㈱と

合併しております。 

  在外子会社     １社 

大連大器環保設備有限公司 

在外子会社     －社 

    

  

(注）大連大器環保設備有限公司は、会社 

 分割契約に基づき、所有出資金を㈱ダ 

 イキアクシスに譲渡したことにより、 

 平成17年10月１日以降につきましては 

 連結の範囲から除いております。 

(2）非連結子会社  該当する事項はありません。 国内子会社     －社 

     (連結の範囲から除いた理由） 

 ㈱ダイキアクシスは、当社の環境機器

事業部門、住宅機器事業部門ならびにバ

イオディーゼル燃料事業を会社分割する

目的で、平成17年７月12日に設立したも

のであり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響をおよぼしていな

いため、平成17年９月30日までは連結の

範囲から除いております。また、株式譲

渡契約に基づき、平成17年11月24日に所

有株式を譲渡したことにより、平成17年

10月１日以降につきましても連結の範囲

から除いております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

国内関連会社 １社 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数 

国内関連会社 １社 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

  在外関連会社 １社 

大連麗陽環保機器有限公司 

在外関連会社 －社 

  

    

  

(注）大連麗陽環保機器有限公司は、会社 

 分割契約に基づき、所有出資金を㈱ダ 

 イキアクシスに譲渡したことにより、 

 平成17年10月１日以降につきましては 

 持分法適用範囲から除外しておりま  

 す。 

  (2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

 該当する事項はありません。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社 

 ㈱ダイキアクシスは、当社の環境機器 

  事業部門、住宅機器事業部門ならびにバ 

  イオディーゼル燃料事業を会社分割する 

  目的で、平成17年７月12日に設立したも 

  のであり、当期純損益（持分に見合う 

  額）および利益剰余金（持分に見合う 

  額）等からみて、持分法の対象から除い 

  ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で 

  あり、かつ、全体としても重要性がない 

  ため、平成17年９月30日までは持分法適 

  用範囲から除外しております。なお、株 

  式譲渡契約に基づき、平成17年11月24日 

  に所有株式を譲渡したことにより、平成 

  17年10月１日以降につきましても、持分 

  法適用範囲から除外しております。 

  (3）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

(3）      同左  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、はと観光㈱および

大連大器環保設備有限公司の決算日は、

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、１月１日から連結決算日３

月31日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行って

おります。 

 連結子会社のうち、はと観光㈱および

大連大器環保設備有限公司の決算日は、

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、１月１日から連結決算日３

月31日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行って

おります。 

 なお、大連大器環保設備有限公司につ

いては、10月１日以降につきましては連

結の範囲から除いたため、６月30日現在

の財務諸表を使用し、７月１日から中間

連結決算日９月30日までの期間に発生し

た重要な取引について、連結上必要な調

整を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

……時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

ホームセンター商品 

③ たな卸資産 

   商品 

  ……売価還元法による原価法 

製品(受注生産品目)、未成工事支出

金 

……主として売価還元法による原価

法 

未成工事支出金 

  ……個別法による原価法 

その他の商品、その他の製品、原材

料、仕掛品 

……個別法による原価法 

原材料 

  ……主として総平均法による原価法 ……総平均法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

……当社および国内連結子会社は定

率法、在外連結子会社は定額法 

 ただし、当社および国内連結

子会社については、平成10年４

月１日以降に取得した建物（付

属設備は除く）は定額法 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

① 有形固定資産 

……当社および国内連結子会社は定

率法、在外連結子会社は定額法 

 ただし、当社および国内連結

子会社については、平成10年４

月１日以降に取得した建物（付

属設備は除く）は定額法 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物及び構築物  ２～60年 

機械装置及び運搬具 

２～18年 

建物及び構築物  ２～60年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

  ② 無形固定資産 

……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

② 無形固定資産 

      同左 

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金  売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、当社および国内連

結子会社の一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額

を計上しております。

① 貸倒引当金 同左 

  ② 賞与引当金  当社および国内連結

子会社は従業員の賞与

の支給に備えるため、

支給見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 同左 

  ③ 完成工事補

償引当金 

 当社は完成工事の瑕

疵担保等の費用に備え

るため、過去の実績に

基づく見積額を計上し

ております。 

③ ────── 

  ④ 役員退職慰

労引当金 

 当社および国内連結

子会社は役員の退職慰

労金の支給に備えるた

め、内規による期末要

支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰

労引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産および負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分および資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

 在外子会社等の収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算しておりま

す。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

 イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

ハ ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

 イ ヘッジ会計の方法 

  同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

ハ ヘッジ方針 

  同左 

 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、10年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引出可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益および経常利益が175百万円増加

し、税金等調整前当期純利益は1,698百万円減少しておりま

す。 

 減損損失累計額につきましては、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

──────   （不動産賃貸収入および不動産賃貸原価の計上方法の変

更） 

 従来、連結子会社１社におきましては、大型集積商業施

設における「不動産賃貸収入」および「不動産賃貸原価」

について、営業外収益および営業外費用として計上してお

りましたが、当連結会計年度において、当社が大型集積商

業施設を展開することを契機に、店舗の大型化による共同

出店が今後ますます加速され、不動産賃貸料収入の増加が

見込まれることにより、「不動産賃貸収入」を「売上高」

に、「不動産賃貸原価」を「売上原価」として計上する方

法に変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法に比べ、売上高は510百万

円、売上原価は356百万円、営業利益は154百万円それぞれ

増加しておりますが、経常利益および税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 



表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 「退職給付費用」は前連結会計年度まで販売費及び一

般管理費の「その他」に含め掲記しておりましたが、

「退職給付費用」として区分掲記することにいたしまし

た。 

 なお、前連結会計年度の「退職給付費用」は29百万円

であります。 

（連結損益計算書） 

 「投資有価証券売却益」は、従来、特別利益の「その

他」に含め表示しておりましたが、当連結会計年度よ

り、特別利益の総額の100分の10を超えたため「投資有価

証券売却益」として区分掲記することにいたしました。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却益」は0百

万円であります。 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

その他（株式） 92百万円

その他（出資金） 32百万円

その他（株式） 95百万円

   

※２ このうち担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

※２         ────── 

投資有価証券 121百万円  

上記の資産を担保に供している債務は、次のとお

りであります。 

 

支払手形及び買掛金・工事

未払金 
446百万円

 

※３ 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３

月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上しております。 

※３ 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３

月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

当該事業用土地について地価税法第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算定する方法、第２条第３号に定める

当該事業用土地について地方税法第341条第10号

の土地課税台帳又は同条11号の土地補充課税台

帳に登録されている価格に合理的な調整を行っ

て算定する方法により算出 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

当該事業用土地について地価税法第16条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算定した価額に合理的な調整

を行って算定する方法、第２条第３号に定める

当該事業用土地について地方税法第341条第10号

の土地課税台帳又は同条11号の土地補充課税台

帳に登録されている価格に合理的な調整を行っ

て算定する方法により算出 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△1,661百万円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

   △1,886百万円

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ４ 偶発債務 

(1）受取手形の債権流動化による劣後受益権 

232百万円 

 ４ 偶発債務 

(1）      ────── 

（これに対する受取手形譲渡高） 

999百万円 

 

(2）連結会社以外に対して、次のとおり保証を行っ

ております。 

金融機関借入金および信用状の決済資金、未払金

に対する保証 

(2）連結会社以外に対して、次のとおり保証を行っ

ております。 

金融機関借入金等に対する保証 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 424 百万円

（内  75百万円は705千米ドル）    

（内  0百万円は５千ユーロ）    

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 382 百万円

     

     

ローンコミットメント ローンコミットメント 

ダイキ・ファンディング・

コーポレーション 
2,916百万円

ダイキ・ファンディング・

コーポレーション 
     2,626百万円

※５ 当社の発行済株式総数は次のとおりであります。 ※５ 当社の発行済株式総数は次のとおりであります。 

普通株式 24,504,773株 普通株式       27,088,975株

※６ 当社が保有する自己株式の数は次のとおりであり

ます。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は次のとおりであり

ます。 

普通株式 985,573株 普通株式 912,575株

 ７ 当社および連結子会社（ダイツウ株式会社）にお

いては、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行21行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

 ７ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行20行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越限度額 15,705百万円

借入実行残高 1,050 

差引額 14,655百万円

当座貸越限度額       14,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 14,200百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  151百万円

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

     64百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具７

百万円、土地16百万円、その他０百万円でありま

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具０

百万円であります。 

※３ 特別利益、その他の内訳は保険差益18百万円、投

資有価証券売却益０百万円であります。 

※３ 特別利益、その他の内訳は役員保険解約益１百万

円であります。 

※４ 前期損益修正損の内訳は、過年度売上の修正額26

百万円であります。 

※４ 前期損益修正損の内訳は、過年度出資金修正額18

百万円、過年度完成工事引当金繰入額25百万円で

あります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具０

百万円、土地０百万円であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、建物及び構築物３百万

円、機械装置及び運搬具０百万円、土地０百万円

であります。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、建物及び構築物68百万

円、機械装置及び運搬具０百万円、その他16百万

円であります。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、建物及び構築物25百万

円、機械装置及び運搬具０百万円、その他２百万

円であります。 

※７   ────── ※７ 減損損失 

 当社および国内連結子会社は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位として、ホームセンター

関連事業につきましては店舗ごとに、環境機器関

連事業、住宅機器関連事業、およびその他の事業

につきましては営業拠点ごとに、また賃貸物件等

を最小の単位としてグルーピングしており、遊休

資産につきましても当該資産単独で資産のグルー

ピングをしております。 

 店舗、営業拠点および賃貸物件につきまして

は、営業活動から生ずる損益が継続してマイナス

である資産グループについて、遊休資産につきま

しては、地価の下落している資産グループについ

て、減損を認識し、各々の回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,874百万円）として

計上いたしました。 

 内訳は、次のとおりであります。 

ホームセンター関連事業 

 用途 店舗（愛媛県他 23箇所）   

建物及び構築物  364百万円

土地   7 

無形固定資産  97 

リース資産 127 

その他   20 

計    617百万円



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 環境機器関連事業 

 用途 営業拠点、賃貸物件 

（愛媛県他 ６箇所）   

住宅機器関連事業 

 用途 営業拠点、賃貸物件 

（愛媛県他 ４箇所）   

建物及び構築物  114百万円

土地  301  

計    415百万円

建物及び構築物  22百万円

土地  180  

計    202百万円

  その他の事業他 

 用途 営業拠点、遊休資産 

（愛媛県他 11箇所）   

      店舗、営業拠点および賃貸物件につきましては

使用価値または正味売却価額の高い方を回収可能

価額としております。 

 なお、使用価値につきましては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定し、正味売却

価額につきましては鑑定評価額等の適切に市場価

額を反映していると考えられる評価額を基に算出

し評価しております。 

建物及び構築物  33百万円

土地  82  

無形固定資産    466 

リース資産   1  

その他 54 

計   638百万円

※８ 特別損失、その他の内訳は貸倒引当金繰入額16百

万円、契約解約損５百万円、投資有価証券消却損

２百万円、会員権評価損０百万円であります。 

※８ 特別損失、その他の内訳は役員保険解約損３百万

円、契約解約損10百万円、債務免除損12百万円、

出資金精算損４百万円、店舗閉鎖損失42百万円で

あります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,060百万円

預金期間が３か月を超え

る定期預金 
△1,936 

現金及び現金同等物 5,123百万円

現金及び預金勘定     7,883百万円

預金期間が３か月を超え

る定期預金 
△116 

現金及び現金同等物      7,766百万円

(2）重要な非資金取引の内容 (2）重要な非資金取引の内容 

           ────── 

            

新株予約権の行使

による資本金の増

加額 

     1,227百万円

新株予約権の行使

による資本準備金

の増加額 

1,227 

新株予約権の行使

による新株予約権

付社債の減少額 

     2,454百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械装置 
及び運搬具 

143 69 73

(有形固定資産) 
その他 

5,583 3,322 2,261

無形固定資産 312 217 94

計 6,039 3,609 2,429

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 
及び運搬具 

83 42 0 40

 (有形固定資産) 
 その他 

4,947 3,046 126 1,774

無形固定資産 273 195 － 78

計 5,304 3,283 127 1,892

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 958百万円

１年超 1,547 

計 2,506百万円

１年内    823百万円

１年超 1,185 

計      2,008百万円

 リース資産減損勘定の残

高 
73百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,151百万円

減価償却費相当額 1,072百万円

支払利息相当額 60百万円

支払リース料      960百万円

リース資産減損勘定の取崩額 54百万円

減価償却費相当額      911百万円

支払利息相当額 42百万円

減損損失   128百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 460百万円

１年超 5,666 

計 6,127百万円

１年内    436百万円

１年超 5,243 

計      5,679百万円



（有価証券関係） 

１．売買目的有価証券 

 該当する事項はありません。 

２．満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当する事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 前連結会計年度および当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行った

ものはありません。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、30％以上の下落率の株式について、個別銘柄ごとに、当連結会計年度末

における帳簿価格と過年度末の時価との乖離状況を把握するとともに、将来の回復可能性を勘案し、減損処理を

行うこととしております。 

４．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 3,056 4,510 1,454 1,502 2,858 1,355 

(2）債券             

① 国債、地方債

等 
－ － － － 

  

－ 

  

－ 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 3,056 4,510 1,454 1,502 2,858 1,355 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 201 160 △41 144 126 △17 

(2）債券             

① 国債、地方債

等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － 100 97 △2 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 201 160 △41 244 224 △19 

合計 3,257 4,670 1,412 1,746 3,082 1,336 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

5 0 － 3,288 1,799 － 



５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 324 301 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
(百万円) 

５年超10年
以内 
(百万円) 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
(百万円) 

５年超10年
以内 
(百万円) 

10年超 
（百万円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 － － － － － 100 － － 

(3）その他 － － － － － － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 － － － － － 100 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引、

通貨スワップ取引および金利スワップ取引でありま

す。 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

為替予約取引および通貨スワップ取引につきまして

は、基本的に外貨建金銭債務の残高の範囲内でデリバ

ティブ取引を利用することとしております。金利スワ

ップ取引につきましては、金利変動リスクに対する有

効なヘッジ手段と位置付けております。いずれもそれ

以外の投機目的の取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

金利スワップ取引につきましては、金利変動リスク

に対する有効なヘッジ手段と位置付けております。い

ずれもそれ以外の投機目的の取引は行わない方針であ

ります。 

(3）取引の利用目的 

為替予約取引および通貨スワップ取引につきまして

は、外貨建金銭債務に係る将来の取引市場での為替相

場の変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引

につきましては、変動借入金利を固定化する目的で利

用しております。 

     なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行な

っております。 

  ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 … 金利スワップ 

   ヘッジ対象 … 借入金 

  ヘッジ方針 

   金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

  ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

(3）取引の利用目的 

金利スワップ取引につきましては、変動借入金利を

固定化する目的で利用しております。 

  

  

  

     なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行な

っております。 

  ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 … 金利スワップ 

   ヘッジ対象 … 借入金 

  ヘッジ方針 

   金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

  ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引、通貨スワップ取引および金利スワッ

プ取引については、将来の取引市場での為替相場の変

動リスク、および金利変動リスクを回避する目的で行

っているため、市場リスクはないものと判断しており

ます。 

 なお、信用度の高い金融機関のみを取引相手として

デリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとん

どないものと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引については、将来の取引市場での

金利変動リスクを回避する目的で行っているため、市

場リスクはないものと判断しております。 

 なお、信用度の高い金融機関のみを取引相手として

デリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとん

どないものと判断しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引の実行および管理は、社内権限規程に

基づき資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行って

おります。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

(2）金利関連 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引

以外の取

引 

通貨スワップ取

引 
                

受取米ドル・

支払円 
1,700 － 7 7 － － － － 

合計 1,700 － 7 7 － － － － 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 （注） 時価の算定方法 

 金融機関から提示された価格によって算出して

おります。 

 ────── 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引

以外の取

引 

金利スワップ取

引 
                

受取変動・ 

支払固定 
8,335 8,335 200 200 8,092 8,092 △655 △655 

合計 8,335 8,335 200 200 8,092 8,092 △655 △655 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 （注） 時価の算定方法 

 金融機関から提示された価格によって算出して

おります。 

 （注） 時価の算定方法 

 金融機関から提示された価格によって算出して

おります。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付金制度の概要 

    当社および国内連結子会社は、平成16年３月１

日付けで、退職給付債務の全廃を目的として退職

金制度を改訂し、確定拠出年金制度および前払退

職金制度の選択制へ移行しております。 

１．採用している退職給付金制度の概要 

           同左 

    

２．退職給付費用に関する事項 ２．退職給付費用に関する事項 

(1)前払退職金支給額 137百万円

(2)確定拠出年金への掛金支払 

   額 

259      

計 396百万円

(1)前払退職金支給額    107百万円

(2)確定拠出年金への掛金支払 

   額 

220    

計    327百万円



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金超過額 353

未払費用否認 295

未払事業税 71

未払事業所税 28

その他 36

  785

評価性引当金 △80

  704

   

繰延税金負債（流動）  

その他 △3

  △3

繰延税金資産（流動）の純額 701

   

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 315

長期未払金否認 106

貸倒引当金超過額 88

その他有価証券評価差額金 16

有価証券評価損 16

繰越欠損金 86

その他 38

  669

評価性引当金 △120

  548

   

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △588

固定資産圧縮積立金 △50

その他 △3

  △641

繰延税金負債（固定）の純額 △92

繰延税金資産（流動）  

未払費用否認 259

賞与引当金超過額 173

未払事業税 55

未払事業所税 26

その他 14

  530

評価性引当金 △3

繰延税金資産（流動）の純額 526

   

繰延税金資産（固定）  

減損等による否認 318

役員退職慰労引当金 277

貸倒引当金超過額 95

有価証券評価損 10

繰越欠損金 9

その他有価証券評価差額金 7

 その他 13

  732

評価性引当金 △245

  486

   

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △548

固定資産圧縮積立金 △50

その他 △15

  △614

繰延税金負債（固定）の純額 △127



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳  

（単位：％） 

 法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目 
0.5

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 
 △0.3

連結調整勘定当期償却額  △2.8

評価性引当金の増加額 16.5

合併引継ぎによる調整額 △9.1

再評価土地売却による調整

額 
△4.2

住民税均等割等 4.9

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
46.4

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、取扱商品および製品の系列ならびに市場・販売方法の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

ホームセンター関連事業………ＤＩＹ用品、家庭用品、レジャー用品の販売に関する事業 

環境機器関連事業………………浄化槽の製造・販売、各種水処理施設の設計・施工・維持管理に関する事業

住宅機器関連事業………………建築資材および住宅設備機器の販売・施工に関する事業 

その他の事業……………………地質・大気・土壌・産業廃棄物の分析・測定、一般貨物輸送、不動産の売買

および仲介、人材派遣、一般旅行代理店、バイオディーゼル燃料の製造およ

び製造プラントの販売に関する事業 

        ３．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より固定資産の減

      損に係る会計基準を適用しております。この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度の営業費用は、

      ホームセンター関連事業が90百万円、その他の事業が84百万円減少し、営業利益がそれぞれ同額増加してお

      ります。 

    

ホームセン 
ター関連事 
業 
（百万円） 

  
環境機器 
関連事業 
（百万円） 

住宅機器 
関連事業 
（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                   

(1）外部顧客に対する売上高   91,000   12,008  13,512  1,160  117,681  －   117,681  

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
  －   1,051  598  511  2,161  (2,161)  －  

計   91,000   13,060  14,110  1,671  119,842  (2,161)  117,681  

営業費用   87,656   12,701  13,811  1,805  115,974  (952)  115,022  

営業利益   3,343   359 299  (134) 3,868  (1,208)  2,659  

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
                         

資産   46,676   8,961  6,479  1,599  63,716  9,602   73,318  

減価償却費   903   33  10  166  1,113  67   1,180  

資本的支出   1,937   21  －  147  2,106  1   2,107  

    

ホームセン 
ター関連事 
業 
（百万円） 

  
環境機器 
関連事業 
（百万円） 

住宅機器 
関連事業 
（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                   

(1）外部顧客に対する売上高   92,290   4,728  6,708  710  104,437  －   104,437  

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
  －   530  271  226  1,028  (1,028)  －  

計   92,290   5,259  6,980  937  105,466  (1,028)  104,437  

営業費用   88,374   5,192  6,789  958  101,314  435  101,749  

営業利益   3,916   66 190  (21) 4,151  (1,463)  2,687  

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
                         

資産   47,537   －  －  412  47,950  11,991   59,942  

減価償却費   880   15  4  5  905  60   966  

減損損失   617   415  202  638  1,874  －   1,874  

資本的支出   1,924   45  0  3  1,974  1   1,976  



        ４．ホームセンター関連事業において、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとお  

      り、当連結会計年度より不動産賃貸収入および不動産賃貸原価の計上方法を変更しております。この変更に

      より、従来の方法に比べ、売上高は５億10百万円、営業費用は３億56百万円、営業利益は１億54百万円それ

      ぞれ増加しております。 

５．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

６．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４

月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメント資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４

月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用の金額 
1,256 1,493 

当社の総務・経理部門等管理部門

に係る費用であります。 

  
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた全

社資産の金額 
13,200 11,991 

当社の余資運用資金（現金および

預金）、長期投資資金（投資有価

証券等）および管理部門に係る資

産等であります。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(3）子会社等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当する事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社役員大亀裕およびその近親者が、議決権の100％を直接保有しております。 

２．当社役員大亀文夫およびその近親者が、議決権の100％を直接保有しております。 

     ３．当社役員大亀裕が、議決権の73％を直接保有しております。 

４．㈱ダイキアクシスが、議決権の100％を直接保有しております。 

     ５．上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

     ６．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      上記各社との取引につきましては、市場価格を参考に決定しております。 

(3）子会社等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当する事項はありません。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈲こおゆう

（注）1 

愛媛県松山

市  
48 

不動産賃

貸業、損

害保険代

理業 

 被所有 

 12.1 
兼任3人 

㈲こおゆ

う所有の

不動産の

賃借 

賃借料の支

払  
18  － － 

㈲エフエム

企画  

（注）2 

愛媛県松山

市  
22 

不動産賃

貸業  

 被所有 

 1.8 
兼任1人  なし 改装工事 32  － － 

㈱ダイキア

クシス  

（注）3 

愛媛県松山

市  
1,000 製造業  なし 兼任1人 

商品の仕

入、店舗

の設備管

理、シス

テム使用

料の受

取、当社

本社ビル

の賃貸料

受取 

商品仕入 302 

支払手形

及び買掛

金・工事

未払金 

53 

設備管理 8 
その他流

動負債 
1 

システム 

負担費用 
24 

その他流

動資産 
4 

賃貸料の 

受取 
76 

その他流

動資産 
12 

 ㈱ダイテ

ク（注）4 

愛媛県松山

市 
10 

汚水・排

水処理装

置の維持

管理 

 なし  なし 

当社店舗

の設備管

理 

設備管理 110 
その他流

動負債 
19 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,138円53銭

１株当たり当期純利益金額 78円98銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
61円95銭

１株当たり純資産額 1,149円75銭

１株当たり当期純利益金額   44円83銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

    

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,890 1,121 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 32 18 

(うち利益処分による役員賞与金) (32) (18) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,857 1,103 

期中平均株式数（株） 23,519,594 24,606,258 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） 0 － 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (－) － 

(うち支払手数料(税額相当額控除後)) (0) － 

普通株式増加数（株） 6,472,751 － 

(うち転換社債) － － 

(うち新株予約権） (6,472,751) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－  2008年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債（券面総額80百万

円）および新株予約権（新株予約権

の数5,485個） 



（重要な後発事象） 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

  特に記載すべき事項はありません。 

 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 １．株式移転による持株会社の設立 

   ㈱カーマ（以下「カーマ」という）・ホーマック㈱ （以下「ホーマック」という）・ダイキ㈱（以下「ダイキ」と

 いう）は、平成17年７月11日に三社で締結した共同株式移転による持株会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス㈱ 

 （呼称 ＤＪホールディングス 以下 「統合新会社」 という）設立の基本合意書に基づき、平成18年４月10日に開催 

 したそれぞれの取締役会において、株式移転計画の締結を承認いたしました。 

  なお、ホーマックにおきましては、平成18年５月18日開催の第55回定時株主総会において、カーマにおきましては、

 平成18年６月23日開催の第35回定時株主総会において、また、ダイキにおきましては、平成18年６月29日開催の第44回

 定時株主総会において、それぞれ当該株式移転による持株会社設立について承認されました。 

   株式移転の概要は、次のとおりであります。 

 (1) 株式移転の目的 

   日本の小売業界は、経営構造改革の遅れと市場のグローバル化、情報・物流の高度化、株主重視経営への要請等、

  時代の潮流の中にあります。こうした環境において三社は「お客様の暮らし」を支える社会的なインフラとして、経

  営基盤を一層強固なものとし、社会への貢献度を高め続けていくために、平成15年２月に業務・資本提携を行い、そ

  の後平成15年５月に設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を通じて、商品輸入・ＰＢ商品の開発・共同仕入等を行ってまい

  りました。この三社での取り組みはお客様のご支持を頂き、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ政策商品の取扱いが全商品に占める

  割合は25％を超えるまでに成長いたしました。この成功をもとに、これまでの提携・協力関係を大きく前進させ更な

  る発展を図るため経営統合を行うことといたしました。 

 (2) 株式移転の日程 

  平成18年９月１日（予定） 

 (3) 株式移転比率 

  株式移転に伴い各社の株式に割当てられる統合新会社の普通株式数は、以下の割合といたします。  

   これにより、カーマ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式2.2株を、ホーマック普通株式１株に対し、統合新

  会社普通株式1.4株を、ダイキ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式1.0株を、それぞれ割当てます。ただし、株

  式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を与える事由が生じた場合に 

  は、三社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

 (4) 株式移転交付金 

   株式移転交付金は、支払わない予定です。なお、株式移転期日の前日までの決算期における配当は別途、三社が 

  各々支払う予定です。 

 (5) 統合新会社の上場申請に関する事項 

   統合新会社は、東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所へ新規上場を行うことを予

  定しています。上場日は、各証券取引所の規則等に基づき決定されますが、平成18年９月１日を予定しています。株

  式移転に伴い、現在、三社が証券取引所に上場している普通株式は、平成18年８月28日に上場廃止となる予定です。

会社名 カーマ ホーマック ダイキ 

 株式移転比率 2.2 1.4 1.0 



  (6) 株式移転の当事会社の概要 

 (注）１ 平成18年３月31日現在 

   ２ 平成18年２月20日現在 

   ３ カーマは、自己株式として532千株を保有しております。 

   ４ ホーマックは、自己株式として８千株を保有しております。また、平成18年２月21日を合併期日とする合併を

     行っているため、平成18年２月28日現在の発行済株式総数は、42,303千株となっております。 

   ５ 平成18年３月31日現在のダイキの発行済株式総数は、27,088千株であり、自己株式として912千株、従業員向

     けストックオプション及び新株予約権付社債に伴う潜在株式632千株があります。 

   ６ 連結の数値を記載しております。 

 (7) 株式移転の当事会社の概要 

  

商号 
株式会社カーマ 

（注）１  

ホーマック株式会社 

（注）２  

ダイキ株式会社 

（注）１  

 事業内容  ホームセンター事業 ホームセンター事業 ホームセンター事業 

 設立年月 昭和45年２月  昭和26年12月  昭和38年12月 

 本店所在地 愛知県刈谷市 北海道札幌市  愛媛県松山市  

 代表者 
代表取締役社長 

久田 宗弘 

代表取締役社長 

柴田 憲次  

代表取締役社長 

山下 雄輔  

 資本金 60億円 109億円 70億円 

 発行済株式総数 33,200千株（注）３ 41,844千株（注）４ 27,088千株（注）５ 

 株主資本  （注）６ 499億円 502億円  301億円  

 総資産   （注）６ 896億円 1,097億円 599億円 

 決算期  ３月  ２月  ３月 

  従業員数   （注）６ 1,026名（正社員） 2,058名(正社員)  1,093名(正社員) 

 商号 
 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社 

 （英文名 DCM Japan Holdings Co., Ltd.）  

 事業内容  
 ホームセンター事業を主として行う子会社の株式を保有することによる当該子会社の事

 業活動の支配・管理等  

 本店所在地   東京都港区  

 資本金  100億円   

 決算期   ２月末日   



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

 ※１ 本新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた本社債の全額

の償還に代えて本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込がなされたものとし、か

つ本新株予約権が行使された際には、かかる請求がなされたものとみなします。 

      ※２ 平成17年９月において、総額4,465百万円、行使枚数総額893個の買入消却を行っております。 

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

      ３．2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債は、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会におい

      て株式移転が承認されましたので、繰上償還されることとなりました。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、当期末における利率および残高による加重平均にて記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

年率 
（％） 

担保 償還期限 

ダイキ株式会社 

2008年満期ユーロ円建転

換社債型新株予約権付社

債（注）１ 

平成15年 

10月16日 
7,000 80 0.0 無担保 

平成20年 

９月30日 

合計 － － 7,000 80 － － － 

銘柄 
2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権
付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） － 

新株の発行価格（円） 950 

発行価額の総額（百万円） 7,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価

額の総額（百万円） 
2,454 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 
平成15年10月20日から平成20年９月19日の営

業終了時（行使請求受付場所現地時間）まで 

１年以内 

 （百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

80 － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,180 30 1.5 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,563 1,335 0.9 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く） 
10,684 9,343 1.0 

平成18年４月１日 

～平成22年4月30日 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 14,428 10,709 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,112 7,814 294 121 



(2）【その他】 

 該当する事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  5,941 7,751 

２．受取手形  1,997 44 

３．売掛金  2,926 286 

４．完成工事未収入金  2,355 44 

５．商品  11,767 14,074 

６．製品  312 － 

７．原材料  311 － 

８．仕掛品  63 － 

９．未成工事支出金  884 － 

10．前渡金  235 17 

11．立替金 ※６  1,714 － 

12．前払費用  192 138 

13．繰延ヘッジ損失   － 655 

14．繰延税金資産  647 519 

15．その他  1,234 687 

16．貸倒引当金  △42 △13 

流動資産合計  30,542 44.4 24,206 40.6

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  19,892 23,664   

減価償却累計額  10,043 9,849 12,866 10,797 

２．構築物  2,774 4,049   

減価償却累計額  1,826 948 2,857 1,191 

３．機械装置  890 268   

減価償却累計額  649 240 192 75 

４．車両運搬具  190 151   

減価償却累計額  163 26 125 25 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

５．工具器具備品  1,489 989   

減価償却累計額  1,205 283 740 248 

６．土地 ※２ 10,940 9,931 

７．建設仮勘定  898 264 

有形固定資産合計  23,188 33.7 22,535 37.7

(2）無形固定資産    

１．借地権  1,369 1,352 

２．商標権  10 8 

３．特許権  466 － 

４．ソフトウェア  9 5 

５．その他  47 32 

無形固定資産合計  1,903 2.8 1,398 2.3

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１ 4,938 3,384 

２．関係会社株式  1,560 147 

３．出資金  210 315 

４．関係会社出資金  93 － 

５．長期貸付金  72 32 

６．関係会社長期貸付金  161 90 

７．長期滞留債権等  209 237 

８．長期前払費用  640 726 

９．差入保証金  4,951 6,608 

10．店舗賃借仮勘定 ※３ 302 66 

11．その他  309 253 

12．貸倒引当金  △279 △306 

投資その他の資産合計  13,171 19.1 11,555 19.4

固定資産合計  38,262 55.6 35,489 59.4

資産合計  68,805 100.0 59,696 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  5,953 5,285 

２．買掛金 ※１ 6,909 5,595 

３．工事未払金 ※１ 1,611 80 

４．短期借入金 ※６ 2,246 － 

５．１年内返済予定長期借
入金 

 2,311 1,335 

６．未払金  431 149 

７．未払法人税等  631 597 

８．未払消費税等  112 － 

９．未払費用  1,939 1,838 

10．未成工事受入金  275 3 

11．前受金  448 93 

12．預り金  198 136 

13．金利スワップ  － 655 

14．賞与引当金  704 424 

15．完成工事補償引当金  6 － 

16．その他  722 293 

流動負債合計  24,503 35.6 16,489 27.6

Ⅱ 固定負債    

１．新株予約権付社債  7,000 80 

２．長期借入金  9,479 9,343 

３．役員退職慰労引当金  701 668 

４．繰延税金負債  73 102 

５．再評価に係る繰延税金
負債 

※２ 891 403 

６．長期預り金  － 1,613 

７．その他  586 73 

固定負債合計  18,732 27.2 12,285 20.6

負債合計  43,235 62.8 28,774 48.2

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４ 5,791 8.4 7,018 11.8

Ⅱ 資本剰余金    

  １．資本準備金  6,306 7,534   

２．その他資本剰余金    

 (1)自己株式処分差益  － 21   

資本剰余金合計  6,306 9.2 7,556 12.7

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  380 380   

２．任意積立金    

(1）別途積立金  13,880 14,880   

(2）固定資産圧縮積立金  － 74   

３．当期未処分利益  1,587 3,752   

利益剰余金合計  15,848 23.0 19,087 32.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ △2,218 △3.2 △2,613 △4.4

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  837 1.2 795 1.3

Ⅵ 自己株式 ※５ △996 △1.4 △922 △1.6

資本合計  25,569 37.2 30,921 51.8

負債・資本合計  68,805 100.0 59,696 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．商品売上高 ※１ 84,055 88,381   

２．完成工事高  11,427 5,263   

３．製品売上高  2,719 1,201   

４．役務収益  1,852   874     

５．賃貸売上高  － 100,055 100.0 310 96,032 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．商品売上原価 ※１   

(1）期首商品たな卸高  12,160 11,767   

(2）当期商品仕入高  61,328 63,854   

(3）合併による商品受入
高 

 － 2,313   

合計  73,488 77,936   

(4）他勘定振替高 ※２ 175 248   

(5）期末商品たな卸高  11,767 61,546 14,074 63,613 

２．完成工事原価  9,287 4,351 

３．製品売上原価    

(1）期首製品たな卸高  436 312   

(2）当期製品製造原価 ※３ 3,408 1,454   

合計  3,845 1,767   

(3）他勘定振替高 ※２ 1,139 683   

(4）期末製品たな卸高  312 2,393 － 1,083 

４．役務原価    

(1）役務総原価  1,386 633   

(2）他勘定振替高 ※２ 6 1,379 2 630 

５．賃貸売上原価  － 207 

売上原価合計  74,606 74.6 69,886 72.8

売上総利益 ※１ 25,449 25.4 26,145 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売促進費  744 160   

２．支払運賃  661 573   

３．広告宣伝費  1,446 1,659   

４．貸倒引当金繰入額  0 3   

５．役員報酬  126 108   

６．給料手当  6,733 6,724   

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

７．賞与手当  337 733   

８．賞与引当金繰入額  704 424   

９．退職給付費用  309 282   

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

 33 26   

11．福利厚生費  1,076 1,025   

12．減価償却費  1,039 918   

13．不動産賃借料  3,898 4,729   

14．リース料  1,830 2,002   

15．水道光熱費  － 1,207   

16．研究開発費 ※３ 125 43   

17．その他  3,889 22,958 22.9 3,010 23,635 24.6

営業利益  2,491 2.5 2,509 2.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※４ 20 28   

２．有価証券利息  0 1   

３．受取配当金 ※４ 78 39   

４．仕入割引 ※４ 179 82   

５．為替差益  17 14   

６．不動産賃貸収入 ※４ 128 312   

７．手数料収入 ※４ 171 165   

８．雑収入 ※４ 169 765 0.8 109 753 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  141 117   

２．不動産賃貸原価  66 234   

３．貸倒引当金繰入額  6 6   

４．デリバティブ評価損  10 7   

５．雑損失  46 271 0.3 49 415 0.4

経常利益  2,986 3.0 2,847 3.0

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※５ 16 0   

２．投資有価証券売却益  0 1,799   

３．子会社株式売却益  － 100   

４．その他特別利益 ※６ 18 36 0.0 18 1,919 2.0

Ⅶ 特別損失    

１．前期損益修正損 ※７ 26 43   

２．固定資産売却損 ※８ 1 3   

３．固定資産除却損 ※９ 51 7   

４．減損損失 ※10 － 1,677   

５．社債買入消却損  － 919   

６．子会社株式売却損  － 20   

７．関係会社株式等評価損  248 －   

８．たな卸資産廃棄損  114 －   

９．その他特別損失 ※11 19 461 0.4 30 2,703 2.8

税引前当期純利益  2,561 2.6 2,064 2.2

法人税、住民税及び事業
税 

 1,019 1,198   

法人税等調整額  101 1,120 1.2 △303 895 1.0

当期純利益  1,441 1.4 1,169 1.2

前期繰越利益  224 311 

中間配当額  176 184 

土地再評価差額金取崩額  98 395 

合併による未処分利益受
入額 

 － 2,060 

当期未処分利益  1,587 3,752 

     



原価明細書 

イ 製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は、受注生産品については個別原価計算、見込生産品については組別総合原価計算の方法によ

っております。 

ロ 完成工事原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算の方法によっております。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

Ⅰ 材料費  2,436 72.1 1,013 69.4

Ⅱ 労務費  103 3.1 60 4.2

Ⅲ 外注加工費  424 12.6 174 12.0

Ⅳ 経費 ※３ 413 12.2 210 14.4

（うち減価償却費）  (93) (2.8) (42) (2.9) 

当期総製造費用  3,377 100.0 1,460 100.0 

期首仕掛品たな卸高  94 63 

合計  3,472 1,523 

分割による仕掛品移転
高 

 － 68 

期末仕掛品たな卸高  63 － 

当期製品製造原価  3,408 1,454 

     

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

Ⅰ 材料費  3,893 41.9 1,591 36.6

Ⅱ 労務費  － － － －

Ⅲ 外注費  4,841 52.1 2,462 56.6

Ⅳ 経費  553 6.0 297 6.8

（うち人件費）  (237) (2.6) (89) (2.1) 

当期完成工事原価  9,287 100.0 4,351 100.0 

     



ハ 役務原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算の方法によっております。 

ニ 賃貸売上原価 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

Ⅰ 労務費  － － － －

Ⅱ 外注費  1,385 99.9 633 99.9

Ⅲ 経費  0 0.1 0 0.1

当期役務原価  1,386 100.0 633 100.0 

     

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

金額（百万円） 
比率 
（％） 

Ⅰ 賃貸料  － － 188 91.1

Ⅱ 減価償却費  － － 11 5.5

Ⅲ 管理料  － － 4 2.0

Ⅳ 租税他  － － 3 1.4

当期賃貸売上原価  － － 207 100.0 

     



③【利益処分計算書】 

 （注） （ ）日付は、株主総会の承認日であります。 

    
前事業年度 

（平成17年６月29日） 
当事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,587   3,752

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  176 196 

２．役員賞与金  25 14 

（うち監査役賞与金）  (－) (－)  

３．任意積立金    

 (1)固定資産圧縮積立金  74 － 

(2)別途積立金  1,000 1,275 3,000 3,211

Ⅲ 次期繰越利益  311   541

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 ……時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）ホームセンター商品 

……売価還元法による原価法 

(1）商品 

……売価還元法による原価法 

  (2）製品（受注生産品目）、未成工事支

出金 

……個別法による原価法 

(2）未成工事支出金 

   ……個別法による原価法  

  (3）その他の商品、その他の製品、原材

料、仕掛品 

……総平均法による原価法 

(3）    ────── 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

……定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）は定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物     ２～56年 

(1）有形固定資産 

      同左 

  (2）無形固定資産 

……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

(2）無形固定資産 

      同左 

  (3）長期前払費用 

……定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

────── 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）完成工事補償引当金 

 完成工事の暇疵担保等の費用に備え

るため、過去の実績に基づく見積額を

計上しております。 

(3）    ────── 

  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規による期末要支給額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７．収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 

……工事完成基準によっておりま

す。 

完成工事高の計上基準 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

(3)ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

 

(3)ヘッジ方針 

  同左 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

１０．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これに

より、営業利益および経常利益が122百万円増加し、税引前

当期純利益は1,554百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （貸借対照表） 

 １．「立替金」は、従来、区分掲記しておりました 

   が、当事業年度より、資産総額の100分の１以下と

   なったため流動資産「その他」に含め表示するこ 

   とに変更いたしました。 

     なお、当事業年度における「立替金」は104百万

   円であります。 

  ２．「長期預り金」は、従来、固定負債の「その他」に 

       含めて表示しておりましたが、当事業年度より、負

       債および資本の合計額の100分の１を超えたため 

      「長期預り金」として区分掲記することに変更いた 

       しました。 

      なお、前事業年度における「長期預り金」は358 

       百万円であります。    

（損益計算書） 

  「営業外支払手数料」は前事業年度まで区分掲記して

おりましたが、営業外費用の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「雑損失」に含め表示することにいた

しました。 

  なお、当事業年度の「営業外支払手数料」は22百万円

であります。 

（損益計算書） 

    「水道光熱費」は、従来、販売費及び一般管理費の 

  「その他」に含め表示しておりましたが、当事業年度よ 

   り、販売費及び一般管理費の100分の5を超えたため「水

   道光熱費」として区分掲記することに変更いたしまし 

   た。 

     なお、前事業年度における「水道光熱費」は1,080百 

   万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．このうち担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

※１．       ──────  

投資有価証券 121百万円  

 上記の資産を担保に供している債務は、次のとお

りであります。 

 

買掛金 429百万円

工事未払金 16 

計 446百万円

 

※２．土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。 

※２．土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法、第２条第３号に定める当該事業用土

地について地方税法第341条第10号の土地課税台帳

又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録されて

いる価格に合理的な調整を行って算定する方法に

より算出 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法、第２条第３号に定める当該事業用土

地について地方税法第341条第10号の土地課税台帳

又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録されて

いる価格に合理的な調整を行って算定する方法に

より算出 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△1,661百万円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△1,886百万円

※３．新店出店における有形固定資産を賃借するための

保証金、敷金等で、未開店店舗に関するものであり

ます。 

※３．         同左 

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 45,000,000株

発行済株式総数 普通株式 24,504,773株

授権株式数 普通株式 45,000,000株

発行済株式総数 普通株式     27,088,975株

※５．当社が保有する自己株式の数は次のとおりであり

ます。 

※５．当社が保有する自己株式の数は次のとおりであり

ます。 

普通株式 985,573株 普通株式 912,575株

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※６．関係会社項目 

 関係会社に対する資産および負債には次のものが

あります。 

流動資産  

立替金 1,648百万円

流動負債  

短期借入金 1,196百万円

※６．          ──────  

 ７．偶発債務 

(1）受取手形の債権流動化による劣後受益権 

232百万円 

（これに対する受取手形譲渡高     999百万円) 

  ７．偶発債務 

   (1）      ──────  

(2）他社に対して、次のとおり保証を行っておりま

す。 

(2）他社に対して、次のとおり保証を行っておりま

す。 

（関係会社） 

金融機関借入金および信用状の決済資金、未払金

に対する保証 

（関係会社） 

金融機関借入金等に対する保証 

ダイツウ㈱ 57 百万円

㈱ダイテク 10  

㈱ベターライフ 1,400  

福島ダイキ㈱ 30  

大連大器環保設備有限公司 81  

（内  21百万円は200千米ドル）  

ＤＣＭ Japan㈱ 424  

（内  75百万円は705千米ドル）  

（内   0百万円は５千ユーロ）  

計 2,003 百万円

ＤＣＭ Japan㈱ 382 百万円

 

     

（関係会社以外） （関係会社以外） 

ローンコミットメント  

ダイキ・ファンディング・コ

ーポレーション 
2,916百万円

ローンコミットメント  

ダイキ・ファンディング・コ

ーポレーション 
     2,626百万円

 ８．配当制限  ８．配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより、増加した純資産額は837百

万円であります。 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより、増加した純資産額は795百

万円であります。 

 ９．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行21行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

 ９．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行20行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越限度額 15,700百万円

借入実行残高 1,050 

差引額 14,650百万円

当座貸越限度額 14,200百万円

借入実行残高 － 

差引額     14,200百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．このうち、歩合制家賃のテナントに係るものは次

のとおりであります。 

※１．このうち、歩合制家賃のテナントに係るものは次

のとおりであります。 

売上高 62百万円

売上原価 54 

売上総利益 8百万円

売上高   59百万円

売上原価 52 

売上総利益  7百万円

※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

(1）商品の他勘定振替高 

※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

(1）商品の他勘定振替高 

工事材料 8百万円

販売費及び一般管理費 60 

台風災害 105 

計 175百万円

工事材料  9百万円

販売費及び一般管理費 64 

分割による商品移転高 174 

計    248百万円

(2）製品の他勘定振替高 (2）製品の他勘定振替高 

商品 0百万円

工事材料 1,097 

製造経費 0 

販売費及び一般管理費 4 

廃棄損 36 

計 1,139百万円

商品 0百万円

工事材料 431 

製造経費 0 

販売費及び一般管理費 0 

分割による製品移転高 252 

計      683百万円

(3）役務の他勘定振替高 (3）役務の他勘定振替高 

工事材料 6百万円 工事材料  2百万円

※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

151百万円 

※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

   64百万円 

※４．関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※４．関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

受取配当金等 93百万円 不動産賃貸料収入等   30百万円

※５．固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※５．固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 0百万円

土地 16 

計 16百万円

機械装置 0百万円

車両運搬具 0 

計   0百万円

※６．その他特別利益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※６．その他特別利益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※７．前期損益修正損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

保険差益 18百万円

   

   

過年度売上修正額 26百万円

  

  

 

   

※７．前期損益修正損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

営業移転利益   17百万円

役員保険解約益 1 

計   18百万円

過年度出資金修正額   18百万円

過年度完成工事補償引当金

繰入額 

25 

計   43百万円

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※８．固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※９．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置 0百万円

土地 0 

計 1百万円

※８．固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※９．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物  3百万円

機械装置  0 

土地  0 

計  3百万円

建物 24百万円

構築物 10 

機械装置 0 

車両運搬具 0 

工具器具備品 15 

計 51百万円

建物   0百万円

構築物 5 

機械装置 0 

車両運搬具 0 

工具器具備品 1 

計   7百万円

※10．              ────── ※10．減損損失 

    当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位として、ホームセンター関連事業につきまして

は店舗ごとに、環境機器関連事業、住宅機器関連

事業、およびその他の事業につきましては営業拠

点ごとに、また賃貸物件等を最小の単位としてグ

ルーピングしており、遊休資産につきましても当

該資産単独で資産のグルーピングをしておりま

す。 

 店舗、営業拠点および賃貸物件につきまして

は、営業活動から生ずる損益が継続してマイナス

である資産グループについて、遊休資産につきま

しては、地価の下落している資産グループについ

て、減損を認識し、各々の回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,677百万円）として

計上いたしました。 

 内訳は次のとおりであります。 

ホームセンター関連事業 

 用途 店舗（愛媛県他 13箇所）   

環境機器関連事業 

 用途 営業拠点、賃貸物件 

（愛媛県他 ６箇所） 

建物及び構築物  277百万円

無形固定資産 97 

リース資産 28 

その他  17 

計    420百万円

建物及び構築物  114百万円

土地 301  

計    415百万円



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  住宅機器関連事業 

 用途 営業拠点、賃貸物件 

（愛媛県他 ４箇所）   

その他の事業他 

 用途 営業拠点、遊休資産 

（愛媛県他 11箇所）   

    店舗、営業拠点および賃貸物件につきましては

使用価値または正味売却価額の高い方を回収可能

価額としております。 

 なお、使用価値につきましては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定し、正味売却

価額につきましては鑑定評価額等の適切に市場価

額を反映していると考えられる評価額を基に算出

し評価しております。 

建物及び構築物  22百万円

土地 180  

計    202百万円

建物及び構築物  33百万円

土地  82  

無形固定資産    466 

リース資産   1  

その他 54 

計   638百万円

※11．その他特別損失の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※11．その他特別損失の内訳は、次のとおりでありま

す。 

貸倒引当金繰入額 16百万円

投資有価証券消却損 2 

会員権評価損 0 

計 19百万円

役員保険解約損   3百万円

契約解約損 10 

債務免除損 12 

出資金精算損 4 

計  30百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）および当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械装置 62 44 18

車両運搬具 37 17 20

工具器具備品 3,965 2,292 1,672

ソフトウェア 312 217 94

計 4,377 2,571 1,806

取得価額 

相当額 

（百万円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（百万円） 

減損損失

累計額 

相当額  

(百万円) 

期末残高 

相当額 

（百万円）

機械装置 41 28 0 13

車両運搬具 41 14 0 26

工具器具備品 4,947 3,046 126 1,774

ソフトウェア 273 195 － 78

計 5,304 3,283 127 1,892

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 687百万円

１年超 1,156 

計 1,843百万円

１年内    823百万円

１年超 1,185 

計      2,008百万円

リース資産減損勘定の残高 73百万円

(3）支払リース料、減価償却費及び支払利息相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 852百万円

減価償却費相当額 797百万円

支払利息相当額 37百万円

支払リース料    820百万円

リース資産減損勘定の取崩額 33百万円

減価償却費相当額    784百万円

支払利息相当額   34百万円

減損損失 29百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 449百万円

１年超 5,643 

計 6,092百万円

１年内    436百万円

１年超 5,243 

計      5,679百万円



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金超過額 284

未払費用否認 261

未払事業税 62

未払事業所税 25

その他 12

繰延税金資産（流動）の純額 647

   

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 283

長期未払金否認 92

貸倒引当金超過額 88

子会社株式評価損 29

その他有価証券評価差額金 16

投資有価証券評価損 16

その他 37

  564

   

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △585

固定資産圧縮積立金 △50

その他 △3

  △638

繰延税金負債（固定）の純額 △73

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金超過額 171

未払費用否認 257

未払事業税 54

未払事業所税 26

その他 8

繰延税金資産（流動）の純額 519

   

繰延税金資産（固定）  

減損等による否認 318

役員退職慰労引当金 270

貸倒引当金超過額 95

子会社株式評価損 29

投資有価証券評価損 10

その他有価証券評価差額金 7

その他 13

  745

 評価性引当金 △234

  511

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △548

固定資産圧縮積立金 △50

その他 △15

  △613

繰延税金負債（固定）の純額 △102

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目 
0.6

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 
△0.8

住民税均等割等 3.6

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等

の負担額 
43.7

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目 
0.5

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 
△0.4

評価性引当金の増加額 11.4

合併引継ぎによる調整額 △9.2

再評価土地売却による調整

額  
△4.2

住民税均等割等 4.6

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等

の負担額 
43.4



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,086円09銭

１株当たり当期純利益金額 60円19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
47円22銭

１株当たり純資産額     1,180円71銭

１株当たり当期純利益金額   46円92銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,441 1,169 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 14 

(うち利益処分による役員賞与金) (25) (14) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,415 1,154 

期中平均株式数（株） 23,519,594 24,606,258 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） 0 － 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (－) － 

(うち支払手数料(税額相当額控除後)) (0) － 

普通株式増加数（株） 6,472,751 － 

(うち転換社債) － － 

(うち新株予約権） (6,472,751) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－  2008年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債（券面総額80百万

円）および新株予約権（新株予約権

の数5,485個）  



（重要な後発事象） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

  特に記載すべき事項はありません。 

 当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 １．株式移転による持株会社の設立 

   ㈱カーマ（以下「カーマ」という）・ホーマック㈱ （以下「ホーマック」という）・ダイキ㈱（以下「ダイキ」 

 という）は、平成17年７月11日に三社で締結した共同株式移転による持株会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス 

 ㈱（呼称 ＤＪホールディングス 以下 「統合新会社」 という）設立の基本合意書に基づき、平成18年４月10日に 

 開催したそれぞれの取締役会において、株式移転計画の締結を承認いたしました。 

  なお、ホーマックにおきましては、平成18年５月18日開催の第55回定時株主総会において、カーマにおきまして  

 は、平成18年６月23日開催の第35回定時株主総会において、また、ダイキにおきましては、平成18年６月29日開催の  

  第44回定時株主総会において、それぞれ当該株式移転による持株会社設立について承認されました。 

 株式移転の概要は、次のとおりであります。 

 (1) 株式移転の目的 

   日本の小売業界は、経営構造改革の遅れと市場のグローバル化、情報・物流の高度化、株主重視経営への要請 

    等、時代の潮流の中にあります。こうした環境において三社は「お客様の暮らし」を支える社会的なインフラとし 

  て、経営基盤を一層強固なものとし、社会への貢献度を高め続けていくために、平成15年２月に業務・資本提携を 

  行い、その後平成15年５月に設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱を通じて、商品輸入・ＰＢ商品の開発・共同仕入等を 

  行ってまいりました。この三社での取り組みはお客様のご支持を頂き、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ政策商品の取扱いが全 

  商品に占める割合は25％を超えるまでに成長いたしました。この成功をもとに、これまでの提携・協力関係を大き 

  く前進させ更なる発展を図るため経営統合を行うことといたしました。 

 (2) 株式移転の日程 

  平成18年９月１日（予定） 

 (3) 株式移転比率 

  株式移転に伴い各社の株式に割当てられる統合新会社の普通株式数は、以下の割合といたします。  

   これにより、カーマ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式2.2株を、ホーマック普通株式１株に対し、統合新

  会社普通株式1.4株を、ダイキ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式1.0株を、それぞれ割当てます。ただし、  

  株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を与える事由が生じた場合 

  には、三社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

 (4) 株式移転交付金 

   株式移転交付金は、支払わない予定です。なお、株式移転期日の前日までの決算期における配当は別途、三社が 

  各々支払う予定です。 

 (5) 統合新会社の上場申請に関する事項 

   統合新会社は、東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所へ新規上場を行うことを 

  予定しています。上場日は、各証券取引所の規則等に基づき決定されますが、平成18年９月１日を予定していま 

  す。株式移転に伴い、現在、三社が証券取引所に上場している普通株式は、平成18年８月28日に上場廃止となる予 

  定です。  

会社名 カーマ ホーマック ダイキ 

 株式移転比率 2.2 1.4 1.0 



  (6) 株式移転の当事会社の概要 

 (注）１ 平成18年３月31日現在 

   ２ 平成18年２月20日現在 

   ３ カーマは、自己株式として532千株を保有しております。 

   ４ ホーマックは、自己株式として８千株を保有しております。また、平成18年２月21日を合併期日とする合併 

     を行っているため、平成18年２月28日現在の発行済株式総数は、42,303千株となっております。 

   ５ 平成18年３月31日現在のダイキの発行済株式総数は、27,088千株であり、自己株式として912千株、従業員向

     けストックオプション及び新株予約権付社債に伴う潜在株式632千株があります。 

   ６ 連結の数値を記載しております。 

 (7) 株式移転の当事会社の概要 

  

商号 
株式会社カーマ 

（注）１  

ホーマック株式会社 

（注）２  

ダイキ株式会社 

（注）１  

 事業内容  ホームセンター事業 ホームセンター事業 ホームセンター事業 

 設立年月 昭和45年２月  昭和26年12月  昭和38年12月 

 本店所在地 愛知県刈谷市 北海道札幌市  愛媛県松山市  

 代表者 
代表取締役社長 

久田 宗弘 

代表取締役社長 

柴田 憲次  

代表取締役社長 

山下 雄輔  

 資本金 60億円 109億円 70億円 

 発行済株式総数 33,200千株（注）３ 41,844千株（注）４ 27,088千株（注）５ 

 株主資本  （注）６ 499億円 502億円  301億円  

 総資産   （注）６ 896億円 1,097億円 599億円 

 決算期  ３月  ２月  ３月 

  従業員数   （注）６ 1,026名（正社員） 2,058名(正社員)  1,093名(正社員) 

 商号 
 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社 

 （英文名 DCM Japan Holdings Co., Ltd.）  

 事業内容  
 ホームセンター事業を主として行う子会社の株式を保有することによる当該子会社の事

 業活動の支配・管理等  

 本店所在地   東京都港区  

 資本金  100億円   

 決算期   ２月末日   



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社伊予銀行 966,434 1,223 

株式会社広島銀行 679,375 474 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

（うち優先株） 

346 

(200) 

340 

(200) 

株式会社オリバー 107,000 153 

株式会社愛媛銀行 290,550 119 

株式会社香川銀行 125,350 93 

住商リース株式会社 11,000 63 

株式会社あいテレビ 1,200 60 

帝人株式会社 60,000 46 

株式会社東芝 67,000 45 

その他（56銘柄） 748,143 662 

計 3,056,398 3,286 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他の

有価証券 

アーベル・ファンディング株式会社第１回

Ⅰ号無担保社債 
100 97 

計 100 97 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．差引当期末残高の（ ）内の金額は内書で、流動資産への振替額であり、貸借対照表上では「前払費用」に

含めて表示しております。 

２．当期増加額には、㈱ベターライフとの合併による増加が次のとおり含まれております。 

     ３．上記２以外の当期の主な増加は以下のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 19,892 5,832 
2,060 

(410) 
23,664 12,866 748 10,797 

構築物 2,774 1,509 
234 

(37) 
4,049 2,857 175 1,191 

機械装置 890 9 
631 

(57) 
268 192 21 75 

車両運搬具 190 14 
53 

(1) 
151 125 11 25 

工具器具備品 1,489 167 
666 

(9) 
989 740 85 248 

土地 10,940 948 
1,957 

(564) 
9,931 － － 9,931 

建設仮勘定 898 4,239 4,873 264 － － 264 

計 37,075 12,721 
10,478 

(1,079) 
39,318 16,783 1,043 22,535 

無形固定資産               

借地権 1,369 82 
98 

(97) 
1,352 － － 1,352 

商標権 17 － － 17 9 1 8 

特許権 800 － 
800 

(466) 
－ － － － 

ソフトウェア 18 3 13 7 2 2 5 

その他 47 3 19 32 － － 32 

計 2,253 89 
932 

(564) 
1,411 12 4 1,398 

長期前払費用（注）１ 1,224 316 192 1,348 516 119 
(105) 

832 

繰延資産               

社債発行費 － － － － － － － 

計 － － － － － － － 

  建物  3,744百万円 

  構築物  1,148 

  車両運搬具      0 

  工具器具備品     40 

  土地    839 

 その他無形固定資産      3 

  長期前払費用    229 

  建物   

   EX明石（新規オープン） 1,312百万円 

   高砂店（新規オープン）   340 

   北条店（移転オープン）   214 

  建設仮勘定   

  藤田SC 1,689 

   EX明石 1,660 



      ４．当期減少額には、㈱ダイキアクシスの会社分割による減少額が次のとおり含まれております。 

    ５．「当期減少額」の（ ）内は、内書きで減損損失の計上額であります。 

  建物 1,592百万円 

  構築物    175 

  機械装置  517 

 車両運搬具   48 

  工具器具備品  648  

 土地 1,283 

 借地権     1  

 特許権   333  

 ソフトウェア    13  

  無形固定資産その他    19 

 長期前払費用   192  



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、912,575株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

     ３．その他資本剰余金の増加額は、自己株式の処分によるものです。 

     ４．当期増加額は、転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使によるものです。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円）（注）４ 5,791 1,227 － 7,018 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１、４ （株） (24,504,773) (2,584,202) － (27,088,975) 

普通株式 （百万円） 5,773 － － 5,773 

計 （株） (24,504,773) (2,584,202) － (27,088,975) 

計 （百万円） 5,773 － － 5,773 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 

（注）４ 
（百万円） 6,292 1,227 － 7,519 

合併減資差益 （百万円） 14 － － 14 

（その他資本剰余金）           

自己株式処分差益

（注）３ 
（百万円） － 21 － 21 

計 （百万円） 6,306 1,249 － 7,556 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 380 － － 380 

（任意積立金）           

別途積立金（注）２ （百万円） 13,880 1,000 － 14,880 

固定資産圧縮積立金

（注）２ 
（百万円） － 74 － 74 

計 （百万円） 14,260 1,074 － 15,335 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 321 319 14 306 319 

賞与引当金 704 424 704 － 424 

完成工事補償引当金 6 － 6 － － 

役員退職慰労引当金 701 26 58 － 668 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１．資産の部 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

ロ 期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 865 

預金の種類   

当座預金 4,594 

普通預金 572 

定期預金 1,598 

定期積金 90 

別段預金 30 

小計 6,885 

合計 7,751 

相手先 金額（百万円） 

くりはら開発有限会社 19 

株式会社マナベ商事 11 

株式会社宇都宮陶器建材店 9 

株式会社オオタニ 4 

合計 44 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 22 

５月 22 

合計 44 



③ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金滞留状況 

 （注）１．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれておりま 

  す。 

     ２．当期の回収には、㈱ダイキアクシスへの分割譲渡額を含めております。 

④ 完成工事未収入金 

イ 相手先別内訳 

ロ 滞留状況 

相手先 金額（百万円） 

 株式会社ジェーシービー 60 

 ビザ・インターナショナル・サービス・アソシエーシ 

 ョン 
38 

 くりはら開発有限会社 33 

 ユーシーカード株式会社  30 

 株式会社宇都宮陶器建材店 17 

 その他 106 

合計 286 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,926 12,660 15,300 286 98.16 46.31 

相手先 金額（百万円） 

 小林 進 6 

 白石 雄樹 3 

 馬崎 眞一 3 

 林谷 節子 2 

 北田 曻 2 

 その他 27 

合計 44 

期日別 金額（百万円） 

平成18年３月期計上額 44 

平成17年３月期以前計上額 0 

合計 44 



⑤ 商品 

⑥ 未成工事支出金 

⑦ 差入保証金 

２．負債の部 

① 支払手形 

イ 相手先別内訳 

ロ 期日別内訳 

品目 金額（百万円） 

ＤＩＹ用品 7,684 

家庭用品 4,079 

レジャー用品 2,310 

合計 14,074 

前期繰越高 
（百万円） 

当期支出高 
（百万円） 

完成工事原価への
振替高 
（百万円） 

分割による未成工
事支出金移転高  
 （百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

884 4,799 4,351 1,333 － 

区分 金額（百万円） 

店舗建設協力金 880 

店舗等敷金保証金 5,663 

社宅及び寮の敷金 64 

合計 6,608 

相手先 金額（百万円） 

株式会社パルタック 356 

アイリスオーヤマ株式会社 267 

中藤産業株式会社 201 

十日屋ペットフード株式会社 153 

株式会社山善 135 

その他 4,171 

合計 5,285 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 2,554 

５月 1,493 

６月 1,237 

合計 5,285 



② 買掛金 

③ 工事未払金 

④ 長期借入金 

相手先 金額（百万円） 

株式会社パルタック 273 

アイリスオーヤマ株式会社 236 

DCM Japan株式会社 189 

花王販売株式会社中四国支社 187 

株式会社レジャーライフ 165 

その他 4,541 

合計 5,595 

相手先 金額（百万円） 

有限会社ランドスケープ 6 

木太建材株式会社  3 

株式会社カドヤ 3 

山本建設株式会社  3 

株式会社千晃  3 

その他 61 

合計 80 

借入先 金額（百万円） 

株式会社伊予銀行 3,100 

株式会社広島銀行 1,090 

株式会社愛媛銀行 1,015 

住友信託銀行株式会社 500 

株式会社京都銀行 500 

株式会社中国銀行 500 

株式会社みずほ銀行 364 

その他 2,273 

合計 9,343 



(3）【その他】 

 被合併会社である株式会社ベターライフの最終事業年度の財務諸表 

  （貸借対照表） 

   
第33期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  662

２．売掛金  38

３．商品  2,752

４．前払費用  62

５．短期貸付金 ※２ 1,141

６．その他  55

流動資産合計  4,713 58.2

Ⅱ 固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物  3,819

減価償却累計額  3,163 656

２．構築物  1,198

減価償却累計額  1,014 183

３．車両運搬具  0

減価償却累計額  0 0

４．工具器具備品  44

減価償却累計額  24 19

５．土地   846

有形固定資産合計  1,706 21.1

(2）無形固定資産  

１．ソフトウェア  0

２．その他  3

無形固定資産合計  3 0.1

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券   0

２．長期貸付金  11

３．長期前払費用  171

４．差入保証金  1,483

５．その他  2

６．貸倒引当金  △2

投資その他の資産合計  1,666 20.6

固定資産合計  3,377 41.8

資産合計  8,090 100.0 

   
 



   
第33期 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金 ※２ 1,648

２．工事未払金   9

３．１年内返済予定長期借
入金 

 200

４．未払金  42

５．未払法人税等  14

６．未払費用  380

７．前受金  36

８．預り金  14

９．賞与引当金  99

10．その他  41

流動負債合計  2,487 30.8

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  1,200

２．長期預り金  853

３．長期未払金  34

４．役員退職慰労引当金  1

固定負債合計  2,090 25.8

負債合計  4,577 56.6

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※１ 1,300 16.1

Ⅱ 利益剰余金  

  当期未処分利益  2,212

利益剰余金合計  2,212 27.3

Ⅲ その他有価証券評価差額
金 

  0 0.0

資本合計  3,512 43.4

負債・資本合計  8,090 100.0 

   



  （損益計算書） 

   
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  

１．商品売上高   16,350

２．完成工事高  174

３．その他売上高  21 16,547 100.0 

Ⅱ 売上原価  

１．商品売上原価   

(1）期首商品たな卸高  3,023

(2）当期商品仕入高 ※２ 11,886

合計  14,909

(3）他勘定振替高 ※１ 9

(4）期末商品たな卸高  2,752 12,147

２．完成工事原価  139

３．その他売上原価  1

売上原価合計  12,288 74.3

売上総利益   4,258 25.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

１．広告宣伝費  369

２．貸倒引当金繰入額  2

３．給料手当  1,226

４．賞与引当金繰入額  99

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 1

６．水道光熱費  250

７．減価償却費  129

８．不動産賃借料  1,034

９．リース料  326

10．その他  822 4,263 25.7

営業利益  △4 △0.0

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息   35

２．受取配当金   0

３．不動産賃貸収入   406

４．手数料収入   27

５．雑収入   4 473 2.9

 



  （利益処分計算書） 

 （注） （ ）日付は、株主総会の承認日であります。 

   
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  36

２．不動産賃貸原価  296

３．雑損失  7 340 2.1

経常利益  127 0.8

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産除却損  ※３  27 27 0.2

税引前当期純利益  100 0.6

法人税、住民税及び事業
税 

 13 0.1

当期純利益  86 0.5

前期繰越利益  2,125

当期未処分利益  2,212

   

    
第33期 

（平成17年６月24日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  2,212

Ⅱ 次期繰越利益  2,212

   



 重要な会計方針 

項目 
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 (1）その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  商品 

……売価還元法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

……定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）は定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物     ３～39年 

  (2）無形固定資産 

……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

  (3）長期前払費用 

……定額法 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上しております。 

   

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規による期末要支給額を計上し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



 注記事項 

 （貸借対照表関係）  

  （損益計算書関係） 

第33期 
（平成17年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 60,000,000株

発行済株式総数 普通株式 26,000,000株

※２．関係会社項目 

 関係会社に対する資産および負債には次のものが

あります。 

流動資産  

短期貸付金 1,141百万円

流動負債  

買掛金 1,648百万円

 ３．配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより、増加した純資産額は0百万

円であります。 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 9百万円

※２．関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

当期商品仕入高 11,886百万円

建物 4百万円

構築物 17 

工具器具備品 4 

計 27百万円



 （リース取引関係） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 1,593 1,016 576

計 1,593 1,016 576

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 265百万円

１年超 338 

計 604百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 287百万円

減価償却費相当額 265百万円

支払利息相当額 21百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内  －百万円

１年超 － 

計 －百万円



 （有価証券関係） 

１．売買目的有価証券 

 該当する事項はありません。 

２．満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当する事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．第33期中に売却したその他有価証券 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 

第33期（平成17年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の 

(1）株式 0 0 0 

(2）債券       

① 国債、地方債

等 
－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 0 0 0 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債、地方債

等 
－ － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 0 0 0 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

－ － － 

  
第33期（平成17年３月31日） 

貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 － 



６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 （退職給付関係） 

  

第33期（平成17年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
(百万円) 

５年超10年
以内 
(百万円) 

10年超 
（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － － － 

合計 － － － － 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．採用している退職給付金制度の概要 

    当社は、平成16年３月１日付けで、退職給付債

務の全廃を目的として退職金制度を改訂し、確定

拠出年金制度および前払退職金制度の選択制へ移

行しております。 

  

２．退職給付費用に関する事項 

(1)前払退職金支給額 5百万円

(2)確定拠出年金への掛金支払 

   額 

25      

計 31百万円



 （税効果会計関係） 

第33期 
（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金超過額 35

未払費用否認 22

未払事業税 6

未払事業所税 2

その他 1

  67

評価性引当金 △67

繰延税金資産（流動）の純額 －

   

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 0

長期未払金否認 14

繰越欠損金 52

その他 3

  71

評価性引当金 △71

繰延税金資産（固定）の純

額 

－

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳  

（単位：％） 

 法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目 
0.0

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 
 △0.0

評価性引当金の減少額 △40.5

住民税均等割等 14.1

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
13.7

   



（関連当事者との取引） 

     第33期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       取引につきましては、市場価格、市場金利を参考に決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 特に記載すべき事項はありません。 

(3）子会社等 

 該当する事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 （注）１．上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       取引につきましては、市場価格を参考に決定しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

 親会社 ダイキ㈱ 
愛媛県松山

市  
5,791 小売業 

 被所有 

 100 
3 

商品の仕

入、店舗

の設備管

理、給与

計算代

行、短期

貸付によ

る利息の

受取 

商品仕入 11,886 
買掛金 

 未払費用 

1,648 

52 

給与計算の

代行費用 
2 未払費用 0 

設備管理 3 未払費用 0 

受取利息 18 
短期貸付

金 
1,141 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

親会社の 

子会社 
㈱ダイテク 

愛媛県松山

市  
10 

汚水・排

水処理装

置の維持

管理 

 なし なし 

当社店舗

の設備管

理 

設備管理 14 未払費用 2 

 ㈱キャップ 
愛媛県松山

市  
10 

人材派遣

業 
 なし なし 人材教育 教育研修 7 未払費用 0 



 （１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （重要な後発事象） 

  特に記載すべき事項はありません。 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額     135円10銭

１株当たり当期純利益金額   3円34銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
第33期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 86 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

(うち利益処分による役員賞与金)  （－）

普通株式に係る当期純利益（百万円） 86 

期中平均株式数（株） 26,000,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本・支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本・支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

１． 株主優待制度の内容 買物優待券（100円）を贈呈 

  

所有株式数 買物優待券枚数（枚）

1,000株以上 100 

100株～999株 50 

２． 使用方法 ダイキおよびディックのホームセンターにて

1,000円以上の買物につき1,000円ごとに１枚使

用可 

なお、買物優待券の使用機会に乏しい株主に対

しては、優待券の返送をもって当社取扱商品等

を送付 

３． 権利確定時 毎年３月末日・９月末日（年２回） 

４． 対象株主 100株以上を所有する株主 

５． 優待券有効期間 毎年３月末日権利確定株主 当年12月31日まで

毎年９月末日権利確定株主 翌年６月30日まで



 （注）１．平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期が次のとおりとな 

     りました。 

        １．決算期        ２月末日 

         ２．定時株主総会     ５月中 

         ３．基準日        ２月末日 

         ４．中間配当基準日    ８月31日 

      なお、第45期事業年度につきましては、平成18年４月１日から平成18年８月31日までとなります。 

    ２．平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会により定款を変更し、会社の広告方法は次のとおりとなりまし 

     た。 

      当社の広告方法は、電子広告とする。但し、電子広告によることができない事故その他やむを得ない事由が 

     生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第44期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成17年７月11日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社の分割）および第19条第２項第７号の２（会社の合

併）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年７月20日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成17年9月30日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響を与

える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年9月30日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号（財政状態および経営成績に著しい影響を与

える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年10月12日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成17年11月24日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成18年６月29日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転に係る株主総会の決議）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

   平成17年７月20日関東財務局に提出 

    平成17年７月11日提出の臨時報告書（会社の分割および会社の合併）に係る訂正報告書であります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当する事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日  

ダイキ株式会社    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 満範  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀川 紀之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

キ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイ

キ株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日  

ダイキ株式会社    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 満範  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀川 紀之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

キ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイ

キ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当会計期間より、「固定資産

 の減損に係る会計基準」および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日  

ダイキ株式会社    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 満範  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀川 紀之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

キ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキ株

式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日  

ダイキ株式会社    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 満範  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀川 紀之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

キ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキ株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当会計期間より、「固定資産

 の減損に係る会計基準」および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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